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序 章 研究の目的と論述の展開
第1節 研究の意義と目的
中国は､海外からの投資対象国として最も注目
されている国の一つである｡しかし中国に対する
投資環境は大きく変化しており､中国投資を考え
る外国企業は中国の情勢を注視する必要がある｡
近年では会計制度改革による ｢合弁企業会計法｣､
｢外資企業会計法｣等が改正され､外資に対する
優遇措置が廃止される方向に進んでおり､｢内国
民待遇｣の実施すなわち外資企業と中国の内資企
業との差別的制限の撤廃が進められている｡
本論文は､このような中国における会計制度に
ついて､特に国際会計基準の影響を中心として､
その継承と発展に焦点を当てて研究することを目
的としている｡
まず第1には､中国における会計制度の発展を歴
史的に考察する｡1949年10月1日､中華人民共和
国が成立した｡その後中国は､1952年までに新民
主主義経済体制を試みたが､1953年に第1次5ヵ
年国民経済計画を実施し､社会主義への移行を始
めた｡それから経済改革が提起された1978年まで
は､計画経済体制が実施されていた｡計画経済体
制のもとで､会計制度は､政府が企業を経営する
という ｢一国一企業｣の管理責任会計のシステム
として発展してきた｡1949年から1978年に至るま
での中国の会計制度の形成 ･変遷過程を､その社
会的 ･経済的環境との関連において考察すること
とする｡
次に第2には､中国における企業改革と会計制
度の進化について分析する｡1979年以来､｢経済
改革｣や ｢対外開放｣政策を実施し､計画経済体
制から計画的市場経済体制へ移行した｡この時期
の企業会計制度の変遷には､2つの大きな流れが
ある｡一つは､1983年における｢合弁企業会計規則｣
の設定と1992年 ｢外資系企業会計規則｣及び ｢会
社会計規則｣の設定の段階である｡もう一つは､｢会
計法｣の制定や業種別会計規則の改訂を経て､｢企
業会計基準｣に至る流れである｡ここでは､国内
一般企業の改革過程における企業会計制度の展開
について検討し､中国の会計制度がどのように､
また､いかなる要因により進化してきたかを明ら
かにする｡
そして第3には､現代会計制度の確立過程とそ
の特質を明らかにする｡1992年に入ってから中
国の経済改革 ･開放は､｢社会主義市場経済｣へ
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と大きく進展 してきている｡財政部は1992年に
｢企業財務通則｣及び ｢企業会計基準｣を公表し､
1993年から ｢企業会計基準｣を中心とする新しい
会計規制体系を実施されることになった｡まず､
社会主義市場経済体制の構想に適合した現代企
業会計制度を確立することの背景と確立の過程及
びその内容を考察し､それによって現代中国の企
業会計制度の特質を明確にする｡ここでは､外資
系企業会計規則と同時期の ｢国営工業企業会計規
則｣､そしてIASとを比較し､国際化の視点から､
中国の企業会計制度の特徴を明らかにする｡
最後に第4には､中国における会計制度の変貌
について論述する｡外国投資企業の会計制度は､
2002年に大幅に改正され､外国投資企業は ｢企業
会計制度｣が適用されることとなった｡2001年で
は､中国の企業会計制度は､外国投資企業に対す
る外国投資企業会計制度､株式有限会社に対する
｢企業会計制度｣株式有限会社以外の中国企業 (有
限責任会社等)に対する業種別会計制度の3本立
てであった｡今回の改正により､中国の企業会計
制度は外国投資企業と株式有限会社に対する企業
会計制度と､その他の中国国内企業に対する業種
別会計制度の2本立てとなった｡
従来の中国会計制度に関する研究は､中国の会
計制度 ･会計変革について明らかにするものの､
中国の伝統的会計制度の特質とその継承という視
点での考察がほとんど行われていない｡日本をは
じめとする先進諸国の会計制度の影響や最近の国
際会計基準の導入過程において､中国会計制度が
その過程で何をどのように継承しているのか､あ
るいは継承すべきかを正しく分析 ･吟味すること
は､今後の中国会計制度のあり方を決定するうえ
で極めて重要なことである｡本論文は､できる限
り､オリジナルなデータをもとに､中国会計制度
の継承とその問題点を分析し､そして､中国会計
制度の発展とその課題を考究することとする｡
第2節 論述の構成と展開
本論文は､前節で述べた研究目的を達成するた
めに､大きく三部から構成されている｡
まず第一部は､中国の経済発展と会計制度につ
いて考察する｡東アジアでは､これまで右肩上が
りの経済発展を遂げてきたが､1996年から通貨 ･
金融危機に見舞われ､厳しい経済運営を迫られて
いる｡アジア最大の経済大国である日本も国内経
済の低迷を打開することに力を注いでいる｡しか
しながら､中国だけは1997年に約9%､1998年に
は7~8%の経済成長率を維持した｡中国経済の高
度成長は､相互依存関係が強まる今日の世界にお
いて､周辺のアジア諸国のみならず､環太平洋諸
国にも影響を及ぼし始めている｡
以上の経済発展を背景として､中国における会
計制度の改革が進められ､企業制度が整備され､
それに伴って会計法規の制定が大きく進展した｡
各章の論点は､次のとおりである｡
第1章は､中国における経済発展と会計制度に
ついて研究する｡第2章は､中国における会計制
度の形成と発展である｡第3章は､中国における
会計制度と開示規定である｡ここでは､中国にお
ける会計制度の概要､中国における会計法及び会
計業務について述べる｡
次に第二部では､中国の会計制度に及ぼす国際
会計基準の影響について分析する｡中国は1978年
末から､｢対外開放｣政策のもとで､外資導入を
奨励し､経済の国際化を進めてきた｡その過程で
合弁企業をはじめとする外資系企業が急速に増え
てきて､企業会計にもその影響が及んでいる｡出
資､外貨換算､無形資産､配当などの会計処理は､
新しい会計の課題である｡元来､中国の企業会計
制度は､市場原理を否定とする計画経済体制のも
とに発展したものであり､長年にこれらの問題を
資本主義会計固有の内容とみなし､その解決につ
いては未経験であった｡外資導入を促進するため
に､財政部は､1985年に ｢合弁企業会計規則｣を
確定し､外資系企業会計の制度化を試みた｡そし
て1992年に経済発展の進展に即して､中国の会計
制度も著しく改革が進んでいる｡
第4章は､国際会計基準の創設と発展､コア･
スタンダードの承認及びIAS概念フレームワーク
について論じる｡この点は､中国の会計制度の継
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承と発展を研究するためには必要不可欠である｡
第5章は､中国の会計制度の新展開と国際会計基
準の影響について論述する｡第6章は､持分制企
業会計制度に及ぼす国際会計基準の影響について
検討する｡ここでは､｢会社会計規則｣を中心に､
持分制企業会計制度の構造を分析し､株式会社の
視点から中国の企業会計制度の特質を明確にする｡
そして第三部では､中国における会計制度の継
承を明らかにし､その発展の方向を探ることとす
る｡第7章は､中国における監査制度について研
究する｡中国における国際的な監査制度を目指し
た公認会計士による監査制度か始まったのは1980
年からである｡現在の公認会計士監査制度は20年
が経過したが､公認会計士に関連する法律の成立
と監査基準が整備されてからまだ日が浅い｡ここ
では､これまでばらつきのみられた会計監査が､
今後は整備された法制度や監査基準に即して実施
されることととなり､そのあり方を検討する｡
第8章は､中国における上場企業のディスクロー
ジャーの研究である｡中国の経済改革は ｢上から
の改革｣であり､指導階層が命令経済の体制に見
切りを付け､見える手による資源配分を徐々に諦
めるプロセスでもある｡長い試行錯誤を経て､｢市
場は決して完壁で理想的な仕組みではないが､リ
スクに対処するのに一応機能する｣との認識は中
国で徐々に浸透してきた｡株式会社制度や株式上
場制度を整備し､資本市場を育成すれば､これま
で行政の許認可制度と国有銀行を中心とする間接
金融制度がもたらした資源配置の歪みが是正され､
より効率的な資本配分が期待される｡本章はディ
スクロージャーに焦点を当て､投資家が合理的投
資行動を通じて企業 ･経営者を選別し､企業統制
の改善と効率的資本配分に働くための情報開示の
あり方を検討する｡
最後に第9章は､中国における会計制度の継承
と発展について考察する｡中国は､中華人民共和
国が成立したときから､最終的には共産主義の実
現を目指して､物動計画に基づく計画経済体制を
とってきたが､その後､1978年末から､計画経済
に市場原理を導入し､計画的市場経済を経て､資
源配置に関し市場が基礎的役割を果たす社会主義
市場経済体制の確立に至ってきた｡経済体制のこ
のような激しい変化に影響され､企業会計制度は､
計画経済体制における ｢一国一企業｣の企業制度
に適合した管理責任会計の制度から､市場経済体
制における ｢所有と経営の分離｣の企業制度に適
合する受託責任会計の制度に発展してきている｡
このような管理責任会計から受託責任会計への
転換は､また､｢一国一企業｣という巨大企業に
おける内部管理会計から､市場経済を前提とする
個々の企業実体における財務報告会計への転換と
みることができる｡それは､中国の企業会計制度
の特質を規定する構造変革であると考えられる｡
本章は､この構造変革を糸口として､中国の企業
会計制度の特質を整理し､中国における会計制度
の継承と発展を探求することとする｡
第一部 中国の経済発展と会計制度
第1章 中国会計制度を取り巻く環境要因
第1節 計画経済から市場経済への移行
中国において ｢社会主義経済｣を実行すると
いうことは､社会主義公有制の下で､国家が計画
経済を実行することであった｡このことは国家の
基本理念として中国の憲法にも明示されていた｡
1949年10月1日に中華人民共和国が成立したが､
その後の中国は､三段階の経済発展を歩んできた｡
第一段階 :1949年から1952年までに新民主主義経
済を試みたが､1953年に第一次5ヵ年
計画を実施し､社会主義への移行を始
めた｡それから経済改革が提起された
1978年までは､計画経済が採られてい
た｡
第二段階 :1979年以来 ｢経済改革｣や｢対外開放｣
政策を実施し､計画経済から計画的市
場経済へ移行した｡
第三段階 :1992年に入ってから中国の経済改革は
｢社会主義市場経済｣へと進展してき
ている｡
中国は､1992年の部小平氏の南方視察講話にお
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いて､次の4点の発表が行われた｡すなわち､①
計画と市場はいずれも経済発展の手段であり､計
画経済は社会主義と等しくない｡②社会主義社会
の生産力の発展に有利か否か､国民生活水準の向
上に有利か否か､社会主義国家の総合的国力の発
展に有利か否かといった3つの有利な理念判断を
基準にして<､｢改革 ･開放｣を推し進める｡③
貧富格差を消滅するという社会主義の理念を押さ
えている限り､計画経済の割合の多少及び市場経
済の割合の多少は関係ない｡外国の現代的 ･先進
的経営方式､管理方式を積極的に導入しても何の
支障もない｡④今の有利なチャンスを失わず､数
年ごとに経済成長を1段階ずつ上昇させ､総合国
力を増強させなければならない｡
｢社会主義市場経済｣における特徴としては､
①公有制主体の体制､②労働に応じた分配の原則､
③計画と市場におけるマクロ経済規制､が挙げら
れる｡
このような改革 ･開放政策の加速及び社会主義
市場経済の発展によって､企業あるいは会計制度
への影響としては､第-に外資導入や証券市場の
国際化を促進するために､国際会計制度が必要と
なること､第二に従来の画一的な企業自主権の賦
与と経営責任の明確化､という企業改革政策に役
立つ会計制度が求められること､第三に国家によ
るマクロ管理の必要性からも､国家として統一さ
れた会計制度が必要となってきたこと､が挙げら
れる｡つまり ｢改革 ･開放｣の加速と ｢社会主義
市場経済｣の発展との2つの条件により､中国に
おける会計制度は内部からも外部からも改革を迫
られることになったのである｡
第2節 ｢会計法｣制定の社会的 ･経済的背景
｢会計法｣は､1985年1月21日に第6期人大第9回
会議で可決されたものである｡それは､会計改革
の中で制定されたが､理由は会計改革だけではな
い｡｢会計法｣制定の理由は､当時の社会的 ･経
済的背景のもとで要求されたものであった｡
(1)政治的背景
｢会計法｣制定の要因には､まず､文化大革命
の時期に法律制度の不完備による社会秩序の崩壊
という苦い経験が挙げられる｡文革の苦しい経験
を背景として､第5期人大第2回会議に提出された
国務院総理の ｢政府工作報告｣では､法律秩序の
強化の方針が打ち出された｡
そして､政府組織法 ･選挙法 ･裁判所組織法 ･
検事院組織法 ･刑法 ･刑事訴訟法 ･合弁企業法な
どが次々と改正 ･制定され､引き続き国籍法 ･合
弁企業所得税法 ･個人所得税法 ･婚姻法なども改
正 ･制定された｡このように法律によって国を管
理 ･統制するという政治的な動きがあって ｢会計
法｣の制定に関する提案が提出されたわけである｡
(2)経済的背景
｢会計法｣制定の第2の要因としては､当時の
企業経営が管理面で混乱状態にあったことが挙げ
られる｡1966年に発動された文革のもとでは､会
計制度を含む社会的生産に必要な規則 ･規制は労
働人民を管理するものとされており､すべて無用
のものとして破壊された｡多くの企業においては
会計機構が撤去され､会計担当者が生産ラインに
出向させられ､会計が完全に運用できない状態に
あった｡このような混乱状態は1977年文革が結末
してからも､しばらく続いていた｡これには､会
計の基本的法律がなく､会計規則を正しく行うこ
とができないからであると判断された｡このよう
な経済的背景で ｢会計法｣の制定が迫られた｡
(3)制度的背景
国全体が1つの｢企業｣とされ､政府はこの｢企業｣
の所有者であると同時に経営者でもあり､直接経
営で企業活動に介入し､監督している｡したがっ
て､この経済構造には独立した監査部門が存在し
ない｡そこでは､国全体が1つの利益中心点であり､
よって一つの会計単位とする会計構造が形成され
ることになる｡
当時の経済構造の下では､会計担当者がその職
責を執行することは極めて困難であった｡その難
しさは会計担当者の二重身分､すなわち国家の代
理人としての職責と､企業の従業員としての職権
の衝突に原因があり､さらに会計担当者の直面し
ていた問題が軽微違法事件､及び犯罪と判断しか
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ねる規則違反事件であることが重大な要因であっ
た｡
上記のような制度的な欠陥に対し､会計担当者が､
国家利益の観点からその職場の経済活動を監視す
る職責の執行をするには､法律上の保証が必要で
あることが明白である｡
このように政治的 ･経済的 ･制度的な要求を背景
として､｢会計法｣が公表された｡
第3節 ｢会計法｣制定の意味
｢会計法｣の規定は極めて基本的なルールを定
めたもので､直接的に会計実務を追求するもので
はない｡また､内容の大半は会計担当者の職責や
職権の規定である｡このような ｢会計法｣は､そ
の他の具体的な会計規則の設置に法的根拠を提供
する基本として位置付けられているが､行政法令
によって会計を規制してきただけに､会計活動を
法制化する最初の試みとして ｢会計法｣の制定は､
さらに重要な意味を持つと考えられる｡
その背景によって明らかなように ｢会計法｣制
定当時の中国では､文革の影響や制度的欠陥など
が原因で会計秩序が混乱していた｡これは大規模
な経済改革が展開されていたため､会計の役割が
高く期待されていた時期だけに重要な問題であっ
た｡この間題の解決方法として､まず会計の代理
人である会計担当者がその職責を果たし､彼らが
職責を果たすことに対する妨害を排除しようとい
う努力が欠かせない｡
市場経済の場合､会計担当者が受託者の利益
のために行動しようということに対する保証は､
個々の企業の私事として受託者が ｢代理人の選定
について､その専門的能力や徳性などを調査し､
またその行動様式についてできるだけ明確に指定
する､といった方法で｣行われてきた｡｢一国一
企業｣の中国では､内部管理制度としての企業会
計も社会制度の一環であるから､会計組織につい
ても法制化の対象になる｡
このように ｢会計法｣は､会計担当者が国家利
益の立場から会計実務を行うことを保障するもの
である｡｢会計法｣の制定の意義は､行政統制体
制における会計代理人の法制化に求めることがで
きる｡
第4節 ｢会計法｣の内容
｢会計法｣は､｢会計制度を強化し､会計担当者
の法による職権行使を保障し､会計の国家財政制
度及び財務制度を維持すること､社会主義公有財
産を保護すること及び経済管理を強化し､経済効
果上昇における役割を発揮する｣(第1条)ことを
立法趣旨とするものである｡その内容は次のとお
りである｡
第 1章 総則
(1)適用範囲 :すべての国有企業及び事業単位 ･
国家機関 ･社会団体 ･軍隊が､その会計業務
を行う際は､この法律に従わなければならな
い (第2条)｡
(2)執行 :会計機構及び会計担当者は､この法律
の規定に基づき会計事務を行い､会計処理を
進め､会計監督を実施する (第3条)0
(3)会計管理体制 :国務院財政部は全国の会計事
務を管理し､地方財政部門は地方の会計事務
を管理する (第5条)｡全国統一の会計規則は､
国務院財政部において法律に従い設定する｡
(2)会計期間 :会計年度は､西暦の1月1日から12
月31日までとする (第8条)0
(3)記帳通貨単位 :人民幣の元を記帳単位とする
(第9条)0
(4)会計資料に対する要求:会計証葱･会計帳簿･
財務諸表及びその他の会計資料は､真実 ･正
確 ･完全､かつ会計規則の規定に適合したも
のでなければならない (第10粂)｡
(5)会計プロセス :会計機構は原始証葱を審査し､
審査過程の会計伝票を作成しなければならな
い (第11条)｡
(6)財産照合制度 :各企業は財産照合制度を整備
し､帳簿記帳と現物 ･現金とを一致させなけ
ればならない (第13条)0
(7)財務諸表の提出 :各企業は､帳簿記録に準拠
して財務諸表作成し､提出するものとする｡)0
(8)会計文書 :会計証潰 ･会計帳簿 ･財務諸表及
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びその他の会計資料は国家の関係規定に基準
し､保存書類として保管しなければならない
(第15条)0
第3章 会計監督
各企業の会計機構及び会計担当者は当該企業の
会計を監督するものとする (第16条)｡
第4章 会計機構及び会計担当者
各企業は､会計業務の必要性に応じて会計機構
を設置し､その他の機構に会計担当者を配置し､
会計責任者を指定する｡会計担当者の任免は､
幹部管理権限の規定に準拠する｡
第5章 法律責任
違法行為をしたものに対し行政処分を行い､刑
事責任を追及することができる
第2章 中国における会計制度と開示規定
第1節 中国における会計制度制定の背景
中国企業会計制度の設定機関である中国財政部
は､国務院の許可を受け､1992年11月30日に ｢企
業会計準則｣を公布した｡この｢企業会計準則｣は､
1993年7月1日より全国で施行されるに至っている｡
この ｢企業会計準則｣が制定されることとなった
背景とは､一言でいえば､経済体制改革と対外開
放政策の急速な進展に伴って､従来の中国の会計
制度ではマクロ的にもミクロ的にも充分な情報要
求に応えきれなくなってきた､ということである｡
その理由の第1は､これまでの会計制度は､基
本的には所有制別､部門別､業種別に制定されて
おり､異なる所有制や部門､業種の間に統一的に
共通して遵守されるべき会計処理規範がなく､各
種企業によって提供される会計資料も統一制と比
較可能性に欠けていたことである｡各種企業につ
いて政府は適切な情報を把握することができず､
これまでの会計制度では適応できなくなった｡す
なわち､企業会計制度においても､経済体制改革
と対外開放政策に適合した体制を早急に構築する
ことが要請されたわけである｡
第2の理由は､中国のこれまでの会計制度は､
旧ソ連の計画経済体制に適用した会計制度をモデ
ルとしていたため､社会主義市場経済下の中国に
おいては､これを適応できなかったことである｡
そして､対外経済交流の拡大として香港やニュー
ヨークの証券市場への上場や外資導入を促進する
ため､国際的な会計慣行に沿った企業会計準則が
必要となったのである｡
第3の理由は､1988年に公布された ｢全人民所
有制工業企業法｣によって､企業の所有と経営の
分離が確認され､1992年7月の ｢全人民所有制工
業企業経営メかこズム転換条例｣の公布によって､
企業の所有と経営の分離が加速されたことであ
る｡これまでの企業会計制度は､所有制別､部門
別､業種別に制定され､企業の自主的経理を制限
した画一的なものにとどまり､業種によって会計
制度が異なるため､利益分配などによって企業間
で不公平が出てきたことや､企業の所有権の関係
が会計制度上明確に反映されないことなどの問題
があった｡したがって､新しい経営メカニズムに
適合する会計制度の整備が必要とされたわけであ
る｡そして､｢企業会計準則｣を中心として､新
たな業種別企業会計制度､株式制企業会計制度､
外国投資企業会計制度等の整備が行われてきたわ
けである｡
(｢企業会計準則｣設定の経緯)
1989年10月 財政部会計事務管理司による ｢会計
準則研究グループ｣の設置と第1回会
議開催｡
1989年1月 中国会計学会 ｢会計基本理論と会計
準則研究グループ｣による会計準則特
別理論研究討論会の開催 (上海)0
1989年3月 ｢会計準則研究グループ｣は上海､
漸江､広東､江西等赴き､会計学の教
授や会計実務の担当者と討論し､意見
を求める｡
1989年11月 ｢会計準則研究グループ｣が ｢中華
人民共和国会計準則 (草案)大綱｣を
起草し､内部討論に回す｡
1990年4月 ｢会計準則研究グループ｣が ｢中華
人民共和国会計準則 (草案)大網｣を
提出｡
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図表2-1 中国における会計制度の法的枠組み
1990年9月 会計事務管理司の5名が会計準則状
況視察のため英国を訪問｡
1990年11月 財政部は ｢中華人民共和国会計準則
(草案)大網｣(討論稿)を提出｡
1991年11月 財政部は ｢企業会計準則第1号一基
本準則 (草案)｣を公表し､関係各部
門ni布し意見を求める｡
1992年2月 深別市において財政部主催の会計準
則国際研究討論会が開催される｡
1992年6月 王丙乾財政部長が ｢人民日報｣にお
いて､大胆に国際経験を参考にし､会
計準則を制定し実施することを主張す
る｡
1992年7月 財政部の代表がアメリかに赴き､世
界銀行に会計準則の技術援助を求める｡
1992年10月 財政部が ｢会計改革を深化させ､会
計活動を強化し､経済をさらに速く､
良好発に展させることに関する意見｣
を公表し､会計準則の制定をはっきり
と提案する｡
1992年11月 国務院の許可を経て財政部令第5号
として ｢企業会計準則｣が制定される｡
1993年7月 ｢企業会計準則｣を7月1日より施行｡
第2節 中国における会計制度の枠組み
中国における会計制度の法的枠組みは､｢中華
人民共和国会計法｣を基本として､会計について
の基本規則として ｢企業会計準則｣が位置してい
る｡さらに､図表3-1に示すように具体的に各種
企業に適用される規則が位置している｡
各会計法等の公布､施行時期は次のとおりで
あった｡
中華人民共和国会計法 1985年1月21日中華人
企業会計準則
業種別企業会計制度
民共和国主席令第21号
公布､1985年5月1日施
行､1993年12月修正
1992年11月16日財政部
公布､1993年7月1日施
行
1992年-1993年にかけ
て､財政部が各業種の
会計制度を公布
株式制試行企業会計制度 1992年5月23日財政部
及び国家経済体制改革
委員会公布､1993年1
月1日施行
外国投資企業会計制度 1992年6月24日財政部
公布､1992年7月1日施
行
中国においては､国家機構として､全国人民代
表大会常務委員会という国家権力機関がトップに
あり､最高行政府機関として国務院が位置する｡
財政部は国務院の部門の一つである｡会計制度
に関する法律の整備や設定に関しては､財政部が
司っている｡全国人民代表大会常務委員会は､｢中
華人民共和国会計法｣を制定したが､会計制度に
関する法律の設定としては､基本的枠組みを定め
る役割に過ぎない｡国務院の財政部以外の部門で､
例えば国家経済対策改革委員会なども管理事項に
関する会計規制の設定に関与してきている｡
このように､中国における会計制度の設定機関
は多元的であり､財政部を中心としながら各レベ
ルの政府が統一的指導に基づき､階層別に管理を
行うという特徴がみられる｡やはりこれは､社会
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主義市場経済への移行段階における法律の不整備
や､企業会計制度が国家の財政政策の影響を受け
てきたという背景があるためであると思われる｡
中国における会計制度はマクロ管理のもとで政府
の政策の一環であり､規制機関も多元化している｡
第 3章 中国における会計制度の形成と
発展
第1節 計画経済体制における会計制度
(1)企業会計制度形成の初期段階
1911年孫文により行われた ｢辛亥革命｣以降､
中国のブルジョアジーは封建社会の枠を越えて経
済的 ･政治的 ･組織的地位を獲得し､都市部にお
ける資本主義の発展をもたらした｡しかし､｢辛
亥革命｣以降も中国は半封建 ･半植民地の性格が
変わらず､民族資本主義の発展が遅れ､生産力は
極度に停滞し生活水準は低位にあった｡資本主義
の発展は､図表3-1に示されるように官僚資本主
義及び外国資本が中国の経済に独占的 ･支配的地
位を占めていた状態であった｡
このような経済形態の中で､中国における近代
的企業会計の発展も極めて遅れた状態にあった｡
もともと中国では､すでに宋朝 (960年～1279年)
の官庁会計において ｢四柱決算法｣という体系
化した中式簿記が､また清朝初期 (1630年代)前
後､山西地方の民間金銭業､及び商業に ｢龍門帳｣
が､清朝乾隆 ･嘉慶年間 (736年～1820年)一部
の金銭業及び商業では ｢四脚帳｣という中国独特
の複式簿記がそれぞれ現われた｡また､1905年に
留日学者察錫勇の ｢連環帳譜｣が出版され､同じ
く1907年留日学者の謝寮 ･孟森による ｢銀行簿記
学｣が出版され､海外の貸借複式簿記を中国に伝
えてきた｡さらに中華民国の時代に､中国の会計
は､会計士制度 ･政府会計制度 ･会計教育と会計
出版業及び民間会計の革新などの側面において大
きな発展が見られた｡しかし､資本主義が未発達
のため､1949年以前は近代的企業会計が形成され
るまでには発展できなかった｡貸借複式簿記さえ
も､外国資本に属していた工場 ･商社 ･銀行など
の企業及び不平等条約の下で外国人に統制されて
いた税関 ･鉄道 ･郵便事業などの部門､ならびに
少数の民族資本企業に適用されていただけで､多
くの中小企業には中式簿記､または改良中式簿記
が採用されていた｡
政府は戦後のインフレーションを抑制し社会 ･
経済秩序を安定させようと､まず財政 ･経済の統
一化を試みた01950年3月3日に､政務院 (国務院
の前身)は ｢国家財政経済活動の統一に関する規
定｣を発布し①全国財政収支の統一②全国物資調
達の統一③全国現金管理の統一を通して国営経済
範囲内に中央集権の管理体制を推し進めてきた｡
(2)統一企業会計制度への発展
1949年-1952年の新民主主義政策が実行された
図表3-1 主要工業生産高における官僚資本及び外国資本の割合
単位 :%
年度 合計 民族資本 官僚 .外国資本
発電量 1947 100 25.0 75.0
石 炭 1942 100 12.3 87.7
石 油 1943 100 0 100.0
銑 鉄 1943 100 2.7 97.3
鋼 1943 100 0.2 99.8
動力機 1946 100 38.0 62.0
綿 糸 1947 100 56.0 44.0
綿 布 1947 100 27.0 73.0
出所 二統計工業通訊資料室 ｢我国社会主義=菜化的概況｣町新華半月刊』､1957年第2号､p.56O
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年間に､中国は政治の安定と経済の回復に全力を
尽くし､多くの各種成果を達成したDそして､政
治の安定と経済の回復を背景として､1952年に政
府は｢1953年から第1次五力年計画を実施する｣と
発表し､新民主主義経済体制に代わって計画経済
体制の導入を推進した｡1952年1月に財経蚕は｢国
民経済計画編成方法｣を発布し､計画経済の導入
段階に入った｡
1957年に､国務院は ｢工業管理体制の改善に関
する規定｣､｢商業管理体制の改善に関する規定｣
ならびに ｢財政管理体制の改善に関する規定｣を
公布し､1958年から一部の工業管理､商業管理及
び財政管理の権限を地方行政に移行し､企業に利
潤留保制度を導入することにした｡経済管理体制
の改革と共に､会計制度の改革も問われた｡中国
の企業会計制度､特に1955年以来の標準勘定計画
は旧ソ連のものそのまま導入し､結果としては中
国の風土 ･文化と不調和のところが大いにあった｡
これに対応し財政部は1957年11月から会計規則を
公布し､標準勘定計画の改正をはじめとしたそれ
らの会計規則は､1958年1月1日から実施されたが､
社会の流れは旧ソ連式会計制度の改革を､極端な
簡略化を目的とする会計改革に賠めてしまった｡
(3)統一会計制度の第二次改革
1962年体系の整備により､第1次会計制度改革
で混乱した会計秩序は徐々に回復した｡中国経
済は､1965年には1957年のレベルを回復し､1966
年から更なる発展を求めて第3次5ヵ年計画がス
タートした｡このような経済環境の影響を受けて､
会計制度改革は再度､課題として取り上げられた｡
すなわち､財務部は1964年10月に中央各経済部の
財務会計司 ･局長会議を開き､企業会計制度改革
の計画 ･段取り･目標について検討し､1965年に
｢企業会計改革綱要 (試行草案)｣を公表し､会計
制度改革に着手した｡
この ｢綱要｣は改革内容を含めて12項目の改革
方針を提出している｡その中で､会計規則 ･会計
処理･財務諸表について､5つの改革を求めている｡
すなわち､(丑会計規則の改革､(診原価計算方法の
改革､③資金計算方法の改革､④記帳方法の改革
および⑤証葱 ･帳簿 ･勘定科目･財務諸表の改革､
の5改革である｡
第2節 計画的市場経済体制における会計制度
中国は1979年以来､｢経済改革｣や ｢対外開放｣
政策を実施し､計画経済体制から計画的市場経済
体制へ移行した｡この時期の企業会計制度の変遷
には､2つの大きな流れがある｡1つには､会計制
度の国際化という改革である｡それは､1983年に
海外からの直接投資の増加に対処して ｢合弁企業
会計規則｣の設定を第1段階､1992年 ｢外資系企
業会計規則｣及び ｢会社会計規則｣の設定を第2
段階として進み､1993年 ｢企業会計基準｣の実施
段階で国内一般企業の会計改革と合流した｡2つ
には､経済改革に対処して､国内一般企業の会計
制度を拡充 ･修正しようとする改革である｡それ
は ｢会計法｣の制定や業種別会計規則の改訂を経
て､｢企業会計基準｣の段階に至った｡
1 ｢世紀の実験｣と会計改革
1978年12月18日から22日までに開かれた第11
期3中全会では､経済体制を改革するという方針
が決定された｡しかし､その時点では､どのよう
な経済体制に改革するかについて､明確な計画が
あったわけではなく､｢石を探りながら河を渡る｣
ように改革が始まったのである｡その過程で､中
国は､｢計画調節と市場調節｣､｢補充的な市場経
済｣､｢計画的商品経済｣､｢社会主義初級段階｣､｢計
画経済と市場経済の結合｣などの改革構想に基づ
いて数々の試みを行ってきた｡
2 1985-89年における企業会計制度の展開
農村改革の成功を踏まえて､1984年10月の第12
期3中全会から経済改革の重点は都市に移ってき
ている｡第12期3中全会で採択された ｢中共中央
の経済体制改革に関する決定｣(以下 ｢決定｣と
いう)は､社会主義と商品経済とは相容れないと
いう伝統的な理論を否定し､計画的商品経済論を
提起した｡
企業改革に伴い､財政部は､新しい改革措置が
導入されるたびに個別的な財務 ･会計規定を設定
し､企業改革によって生じた会計問題について規
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刺してきた｡社会的な ｢所有と経営の分離｣の流
れを背景に､財政部は､1988年から企業会計基準
の設定に着手し､1991年7月29日に ｢会計改革綱
質 (試行)｣を公表した｡
｢会計改革綱要 (試行)｣は､会計改革の指導方
針､総目標､基本原則及び会計管理体制､会計制度､
企業会計､コンピュータ会計､公認会計士､会計
担当者､理論研究､会計改革の指導組織などにつ
いて言及している｡とくに会計-制度の改革につ
いては､①統一的な会計基準を設定すること､②
基本的､統一的な財務諸表の体系を確立すること
を目標としてあげている｡この目標の提出は､会
計改革の主軸は､従来の管理責任会計を修正する
ことから､現代の外部報告会計を確立することへ
移行していることを意味している｡1992年に入っ
てから､財政部は､企業改革の新しい動向に適合
してIASの内容を多く反映した ｢会社会計規則｣､
｢外資系企業会計規則｣及び ｢企業会計基準｣を
公表し､さらに ｢企業会計基準｣に準拠して業種
別会計規則を全面的に改革し､1993年7月から中
国大陸全土に ｢資産-負債+資本｣等式を簿記の
前提とする会計システムを導入した｡
第3節 社会主義市場経済体制における会計制度
1992年に入ってから中国の経済改革は､｢社会
主義市場経済｣へと進展してきている｡また､企
業改革の目標として､現代企業制度の構想が提起
されている｡これらの環境の変化を背景に､財政
部は､1992年11月30日に､｢企業財務通則｣及び ｢企
業会計基準｣を公表し､その後､業種別会計規則
を全面的に改訂し､1993年7月1日から ｢企業会計
基準｣を中心とする新しい会計規制体系を実施す
ることにした｡このように社会主義市場経済の構
想が提起されてから､企業会計制度は､企業会計
の面では､｢資産-負債+資本｣という会計等式
を前提とし､会計規制の面では基準方式を採用す
る現代企業会計制度へ変質した｡会計改革の方向
は､現代企業会計制度の確立へ急転した｡
社会主義市場経済体制及び現代企業制度の実質
は､全社会レベルで ｢所有と経営の分離｣を実施
し､国家が最大の株主として国民経済における最
大の持分を所有することによって公有制を維持し､
また､大株主の立場からマクロ調整を行い､ミク
ロレベルでは資本主義の企業経営方式を実施する
ことである｡このような社会主義市場経済体制及
び現代企業制度の導入に対し､従来の ｢一国一企
業｣の企業制度に基づく伝統的な企業会計制度は､
次の諸問題があり､全面的に改革されなければな
らなくなった｡
G)資本維持の問題
②資金分類基準の問題
③資金専用原則の問題
④原価計算の問題
G)損益計算の問題
(参会計規制の問題
以上の6つの問題は､伝統的な企業会計の主な
問題を含んでいる｡このように､社会主義市場経
済と現代企業制度の導入といった経済基礎への対
応として､国家財政から分離した企業会計の確立
や会計規制方式の改革が不可欠となり､ここに｢企
業会計基準｣が公表され､業種別会計規則は全面
的に改訂されることとなった｡1993年企業会計制
度の全面改革は､企業会計制度を､｢一国一企業｣
における管理責任会計から企業を会計主体とする
受託責任会計へ移行させ､変質をもたらした｡し
かし､当時の社会状況の下にあって､会計制度の
全面改革は､現代企業会計制度の枠組みだけを作
ることにならざるをえなかった｡結局､企業会計
制度は､国際的に認められている会計慣行を多く
取り入れる一方､利潤分配会計のように､従来の
国営企業の会計慣行を継承されたところが多かっ
た｡
第二部 中国の会計制度に及ぼす国際会
計基準の影響
第4章 国際会計基準委員会の設立と国際会計基
準
第 1節 国際会計基準委員会の設立と組織
会計基準の国際的調和化または国際化を図ろう
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とする試みや研究は､最近に始まったものではな
い｡その始まりは､1904年に開催された第1回会
計士国際会議 (ICA)に求めることができるが､
もっと具体的にいえば､1957年のアムステルダム
で開催された第7回ICAにおいて､その議長であっ
たオランダ会計士協会の当時の会長Ⅰ･クレイエ
ンホフ (Ⅰ.Kraayenhof)氏が､｢会計の国際的挑戦｣
というテーマで､国際的統一化の意義､その可能
性､その条件､各国の会計基準研究の現状などに
ついて報告を行ったことである｡
この会議は､戦後､ほぼ5年ごとに開催されたが､
国際的な会計基準確立の必要性が国際的な場で公
式にとりあげられたのは､1962年ニューヨークで
開催された第8回ICAにおいてである｡そこでは､
｢世界経済と会計｣が統一論題とされ､この論題は､
1967年の第9回ICAパリ会議では､｢会計原則の国
際的調和化｣という統一論題として展開されたO
また､1966年には､イングランド･ウェールズ
勅許会計士協会 (ICAEW)の会長ベンソン (H.
Benson)卿は､カナダ勅許会計士協会 (CICA)
の年次大会において､CICAの会長及びアメリカ
公認会計士協会の (AICPA)会長と会合を行い､
3ヵ国による国際会計に関する合同研究機関の設
置の必要性についての検討会議を行った｡これを
受けて､同年暮､ICAEW､CICA及びAICPAによっ
て､関係各国おける会計上の諸問題の比較研究を
行い､よって会計基準の世界的統一化を目的とす
る会計士国際研究グループ (AISG)が設立された.
しかし､AISGは､すべて英語圏から構成され
ているという組織上の制約から､またその活動が
実務上の遵守を目的とするものでなく､調査研究
にとどまるものであったところから､統一化には
当初から限界があった｡そこで､AISGは､1972
年の第10回ICAシドニー会議において､各国の会
計基準の現状についての調査研究にとどまらず､
広く統一的な会計基準の設定とその遵守を求め､
オーストラリア､フランス､西 ドイツ､オランダ､
メキシコ及び日本の会計士団体に新しい組織の設
立を求めた｡
これに応えて設立されたのが国際会計基準委員
会 (IASC)である｡すなわち､IASCは1973年6月､
オース トラリア､カナダ､フランス､西 ドイツ､
日本､メキシコ､オランダ､イギリス及びアイル
ランドならびにアメリカから成る先進9ヵ国の16
会計士団体の合意結果､設立されたプライベート
セクターである｡1983年以降は､国際会計士連盟
(lFAC)の会員である各国の職業会計士団体が
IASCの加盟国 (会員)になっている｡1998年11
月まで､IASC及びIFACは103ヵ国､143のメンバー
を有している｡
第2節 コア ･スタンダードの承認をめぐる各国
の動向
(1)コア ･スタンダードの設定
IASCは､急ピッチでIASの改訂と新しいIASの
設定作業を行ってきたが､そのなかでもとりわ
け注目されるのは､コア ･スタンダードの設定で
ある｡lASCによれば､コア ･スタンダードとは､
クロスボーダーで資金調達を行う企業のための包
括的な会計基準であると説明されている｡
1995年7月､IOSCOはコア ･スタンダー ドを
IASCが完成したならば､第1作業部会 (WPl)そ
の受入を検討し､IOSCOの専門委員会にクロス
ボーダーで資金調達を行い､またグローバル市場
で上場するための会計基準としてIASを承認する
旨の勧告を行うとした｡しかも､IOSCOは40の
会計基準から成るコア ･スタンダードのリス トを
公表し､これが完成したならば､一括承認する旨
を明らかにした｡
当初､コア ･スタンダードは1999年6月に完成
される予定であったが､IASCは1996年3月にこれ
を前倒 しし､1998年3月までに完成させるとし､
急ピッチで作業を進めてきた｡IASCは金融商品
の会計基準のプロジェクトにつまずいたが､こ
れを1998年3月までに完成させるために､一度は
FASB基準を採用したうえで､コア ･スタンダー
ドを公表すると報じた｡しかし､このシナリオ
はIASC理事会により拒否され､独自に金融商品
に関する会計基準を設定し､1998年中にはコア ･
スタンダードを完成するよう再決定された.そ
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の結果､1998年6月に金融商品の認識と測定に関
する公開草案E62が､また1998年12月にはこれが
IAS39として公表された｡
(2)コア ･スタンダードの承認をめぐる各国の動
向
IAS39が公表 されたことによって､コア ･ス
タンダードはほぼ完成されたといえる｡ちなみ
に､これまで公表されたコア ･スタンダードに
基づいてIASの財務報告としてまとめたものであ
る｡もっとも､コア ･スタンダードが実際にいつ
IOSCOに承認されるのかについては予断を許さ
ないところであるが､注目すべきは､EU諸国を
はじめ各国でその受入れについて立場表明が行わ
れるようになってきたことである｡例えば､EU
ではコミッショナーがIASと一致していない会社
法指令については､その改訂を検討する旨を表明
し､ドイツ及びフランスでは海外で資金調達する
会社の国内向けと海外向けの連緒財務諸表はIAS
に準拠して作成するよう商法改正を行い､イタリ
ア､ベルギーその他のEU諸国もドイツ及びフラ
ンスに歩調を合わせる予定であるといわれている｡
また､イギリスでは､会計基準審議会 (ASB)が
UK-GAAPとIASを一致させようとする方針を公表
しているが､UKGAAPの方がIASよりも優れてい
るという結論を得た場合には､外国でのLASのテ
スト状況をみてから再検討するとし､スイスでは､
多国籍企業の国内向けの財務報告もIASを用いる
ことを承認している｡さらに､オーストラリアは
国内基準をIASに調和化する方針を採択し､カナ
ダ､マレーシア､南アフリカなどもオーストラリ
アに追随する模様である｡
また､アラブ首長国連邦､ケニアなどのアフリ
カの多くの諸国及びカザフスタン､ウクライナ等
の旧ソビエ ト連邦諸国などでは､IASをそのまま
国内基準とすることを決定したという｡
さらに､各国の証券取引所でのIAS受入れ状
況についていえば､ロンドン､フランクフル ト､
チューリッヒ､ルクセンブルク､タイ､ホンコン､
アムステルダム､ローマ､マレーシアなどの証券
取引所では､上場する外国会社については無調整
でIASに準拠する財務諸表を受け入れるという｡
問題は､アメリカと日本である｡アメリカの場
合には､IOSCOによるIASの承認はSECによるIAS
の承認にはかならないとみられているので､事態
はさほど単純ではない.また､IASにUS-GJW が
反映されていることもあって､アメリカでは日本
ほどIASにヒー ト･アップしていないし､極めて
冷静であり､慎重である｡
第3節 国際会計基準の概念フレーム適用範囲と
設定趣旨
(1)対象範囲
｢財務諸表の作成と表示に関するフレームワー
ク｣は､連結財務諸表を含む一般目的の財務諸表
(以下 ｢財務諸表｣という)を取り扱う｡そのよ
うな財務諸表は､少なくとも牛1回作成表示され､
広範な財務諸表利用者が必要とする共通の情報を
提供する｡特殊目的の財務報告書､例えば目論見
書や税務目的のために作成される計算書類は､原
則として､本フレームワークの範囲外である.
財務諸表は､財務報告のプロセスの一部を構成
する｡財務諸表には､通常､貸借対照表､損益計
算書､財政状態変動表 (例えばキャッシュ･フロー
計算書､ファンド･フロー計算書などの方法で提
示されることがある)及び注記､ならびに財務諸
表の必要不可欠な部分を成す他の計算書や説明資
料が含まれる｡さらに財務諸表には､補足明細表
が含まれることがある｡しかし年次報告書に含ま
れる社長 ･会長による報告書､マネジメントによ
る解説と分析などは含まれない｡
本フレームワークは､公的セクターあるいは私
的セクターに関係なく､すべての事業体の財務諸
表に適用される｡
(2)フレームワーク設定の趣旨
このフレームワークは､外部の利用者のための
財務諸表の作成と表示の基本的枠組みを述べたも
のである0本フレームワーク設定の趣旨は以下の
とおりである｡
①IASC理事会が､将来の国際会計基準の作成と
現行の国際会計基準の見直しを行う際に役立つ｡
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②財務諸表の表示に関する規則､会計基準及び手
続の調和を促進する際に役立つ｡
③各国の会計基準設定主体が国内基準を作成する
際に役立つ｡
①企業等が国際会計基準を適用する際に役立つ｡
⑤財務諸表が国際会計基準に準拠しているか否か
について､監査人が意見を形成する際に役立つ｡
⑥財務諸表の利用者が､国際会計基準に準拠して
作成された財務諸表に含まれる情報を解釈する
際に役立つ｡
⑦国際会計基準の形成のプロセスに関しての情報
を提供できる｡
なお､このフレームワークは狭義の国際会計基
準を構成するものではないことに留意すること｡
IAS理事会は､一部､本フレームワークと国際
会計基準とが一致しない場合があることを認識し
ている｡その場合には､国際会計基準の規定が本
フレームワークの規定に優先する.
第5章 中国の会計制度の新展開と国際
会計基準の影響
第1節 財務会計制度の新展開
1993年の ｢企業会計基準｣を中心とする会計規
制体系の導入は､中国に ｢資産-負債+資本｣と
いう会計等式を前提とする企業会計の確立の基盤
を築いた｡しかし､この確立を目的とする企業会
計制度の改革は､環境変化を先取りする形で行わ
れた改革であり､税引前利潤を財源として借入金
を返済するなど､従来の国営企業の会計処理の慣
行を多く継承された｡このような問題の解決を含
めて､1993年以後も財政部は､租税制度､金融制
度､企業制度､価格制度などの社会制度の改革に
あわせて､社会主義市場経済体制に適合する企業
会計制度の整備を進めてきている｡このなかで､
1994年の租税制度の改革に伴う税効果会計の導入
は､企業会計制度はIASを受け入れ､会計制度現
代化に大きく貢献している｡
1994年に､①税法上の統一､②租税負担の公平
性の確保､(9税制の簡素化､(参税収分権の合理化､
⑤利益配分関係の明確化､⑥分配構造の規範化な
どを目指して租税制度の改革が行われた｡
1994年の租税制度改革は､法人税などの主要税
目が1994年1月1日から実施されるということから､
94年税制改革と名付けられた｡この94年税制改革
は､社会主義市場経済における市場による資源の
適切配分を意図とした全面改革であり､次の3つ
のシステム改革が含まれている｡
①財政管理制度の改革
(診所得税と流通税の改革
③国家と国有企業の利益配分制度の改革
中国では1980年､1985年､1989年の3回にわたっ
て財政制度の改革と地方政府への権限委譲が行わ
れてきた｡また､国税も地方税も地方税務局が徴
収していた｡このため､地方政府にかなり大きな
減免税権を持たせていた｡94年税制改革により､
｢分税制｣が導入され､各税目が中央税と地方税
と中央地方共通税に区別されることになり､既存
の地方税務局のなかに中央税務局が設置され､中
央税は中央税務局､地方税と中央地方共通税は地
方税務局で徴収されることになった｡
第2節 ｢会計法｣の改正と会計制度の新展開
1993年の企業財務 ･会計制度の改革は､企業に
経理自由を前提とする会計システムを導入してき
たが､自由経理の適切性を判断し監督する制度は
まだ未整備の状態であった｡社会主義市場経済の
構築に向かう各社会制度の改革が本格化にするに
つれて､監査制度､会計士制度の整備が企図され
ている｡さらに1993年の改革によって1985年に設
定した ｢会計法｣の改正が問題となり､同法の改
正が行われた｡
第3節 外資系企業会計制度に及ぼす国際会計基
準の影響
外資系企業とは､中国国内に本部を設立する合
弁企業､合作企業及び外資企業のことである｡外
資企業は､外国投資者が100パーセント出資する
ことを特徴とするが､合弁企業と合作企業は､中
国の企業と外国投資者が共同で出資する企業であ
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図表5-1 合弁企業と合作企業の比較
合弁 合作
①法的根拠 合弁企業法 合作企業法
②資本回収 合弁期間満了前に資本の回収は 合作期間終了までに資本の回収とできない○ 利子の支払を受ける○
③清算 合弁期間満了時の清算は簿価または時価で計算する純資産を出資比率により配分するo 合作期間満了時､外資側パートナーは無償あるいは契約に定めた条件で中国側パートナー すべての資産を譲渡する○
出所 :焚勇明 W咽 の工業化と外国資本j文英堂､1992年､p.43O
り､両者の間に次頁の図表5-1のように示されて
いるような相違点がみられる｡
合作企業及び外資企業は､実務的に ｢合弁企業
法｣に準じていたが合弁企業に対する擾遇を適用
されなかった｡このように合弁企業を優先する政
策をとったのは､改革開放当初､外国の資本と先
進技術によって中国の経済を振興させようという
強い願望があったものの､外国の直接投資が一種
の搾取であるという認識も浸透していたからであ
る｡このような状況のなかで､合弁企業は､中国
側が代表取締役の指定と投資比率で統制できるこ
とから､最優先発展の対象とされたO例えば､｢合
弁企業法｣では､合弁企業の取締役会には代表取
締役1人を設けることとし､中国側が担当すると
いう定めがある｡また､明文化されていないが､
実務上では､1982年末に設立していた48社の合弁
企業のうち､24社は中国側の出資比率が50%を超
え､出資比率不明の1社を除き､中国側の出資比
率が50%を下回った企業は､2社しかなかった｡
合弁企業の発展に鑑み､財政部は､1983年3月
1日に ｢合弁企業会計規則 (試行草案)｣､同年4月
28日に ｢合弁工業企業勘定科目及び財務諸表 (読
行草案)｣を発布し､1983年から試行することに
した｡試行草案の実務経験に基づいて､財政部は､
1985年3月4日と4月24日に､｢合弁企業会計規則｣
及び ｢合弁工業企業勘定科目及び財務諸表｣､｢合
弁旅行業企業勘定科目及び財務諸表｣を公表し､
合弁企業会計を制度化した｡そのうちの ｢合弁企
業会計規制｣は､｢国内に設立するすべての合弁
企業に適用される｣ものであり､｢西側の会計処理･
会計実務の原則及び方法を多く吸収した｣内容と
なっているOまた､外国投資者の理解を助けるた
め､｢合弁企業会計規則｣では､会計原則､会計
公準及び会計基準が規定されている｡これらの規
定の多くは､国際的に認められている会計原則や
会計慣行と類似している｡
このような状況のなかで､1986年4月12日に第6
期人大第4回会議で採択された ｢外資企業法｣が､
同年10月11日に ｢国務院二十二ヵ条｣という国務
院の ｢外国投資の推奨に関する規定｣が､1988年
4月13日に第7期人大第1回会議で採択された ｢合
作企業法｣が実施され､合弁企業のほかに､合作
企業及び外資企業にまで法規制を広げ､整備され
た｡そのなかでとくに ｢国務院二十二ヵ条｣は､
外資導入の方向について､①外資導入の重点を輸
出型､技術先進型産業及びエネルギー開発､交通
と素材生産などのインフラ施設と基礎産業に置く､
②外資導入方式は単なる税金減免優遇の供与から､
行政､経済､社会など多面にわたる投資環境の全
面改善に移行するという政策を決定した｡｢国務
院二十二ヵ条｣実施後､投資環境はかなり改善さ
れた｡それに反応して､1986年下半期から､技術
先進型を中心に直接投資は再び上昇の傾向をみせ
た｡また､1989年から外資系企業のなかで､外資
企業の割合も急速に上昇してきた｡このため､合
作企業及び外資企業の会計制度を整備する必要が
生じた｡
一方､｢合弁企業会計規則｣の法的根拠になる
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｢合弁企業法｣及びその実施条例ならびに ｢合弁
法人税法｣及びその施行細則については､1986年
1月15日に ｢合弁企業法実施条例｣第100条､1987
年12月21日に ｢合弁企業法実施条例｣第86条の3
が国務院によって修正され､1990年4月4日に第7
期人大第3回会議において ｢合弁企業法｣も修正
された｡また､1991年4月9日に第7期人大第4回会
設で採択された ｢外資系企業及び外国企業所得税
法｣が､同年6月30日に国務院によって ｢外資系
企業及び外国企業所得税法実施細則｣が公表され､
それによって ｢合弁法人税法｣及び ｢合弁法人税
法施行細則｣が廃止されることになった｡さらに
1991年7月29日に財政部は､｢会計改革綱要｣を公
表し､①統一的な会計基準を設定する､②基本的
かつ統一的な財務諸表の体系を確立するという目
標のもとで､企業会計制度を全面的に改革するこ
とを決定した｡
｢合弁企業会計規則｣は､企業会計制度の国際
化に先導的かつ重要な役割を果たしたが､当時の
国内経済環境の影響と国際化に対する経験不足の
ため､その内容は簡単で､構成も体系的でなかっ
た｡とくに外資系企業にとって肝心な外貨換算に
ついて問題が多かった｡その後財政部は､次々に
補充規定を設定してきたが､当今の環境の変化に
伴い､それらを全面的に改正する必要に迫られた｡
そのため､財政部は､1992年6月24日に合弁企業､
合作企業及び外資企業の3者を適用対象とする｢外
資系企業会計規則｣及び ｢外資系工業企業勘定科
目及び財務諸表｣､｢外資系旅行業企業勘定科目及
び財務諸表｣を公表し､合弁企業を対象にした｢合
弁企業会計規則｣などを廃止した｡
｢外資系企業会計規制｣が公表された後､財政
部は1992年11月30日に ｢企業会計基準｣及び ｢企
業財務通則｣を公表し､その後 ｢企業会計基準｣
に沿って従来の業種別会計規則を改訂し､｢企業
財務通則｣に基づいて業種別財務規則を設定し､
それらを1993年7月1日からすべての企業に適用す
ることにした｡しかし､実際には､財政部は1993
年6月23日に ｢外資系企業の新会計規制の執行に
おける若干の問題に関する規定｣を公表し､外資
系企業は ｢企業会計基準｣を準拠すべきであるが､
具体的な会計処理について､次の例外を除き従来
どおり ｢外資系企業会計規則｣に準拠するとした｡
①業種別会計規則に準じて口座開設銀行にも財務
諸表を送付する｡
②小額多量品及び包装物の処理を業種別会計規則
に準じる｡
③社外投資から生じた収益または損失は､業種別
会計規則に準じて ｢投資収益｣勘定を設置して
個別に計算する｡
④棚卸資産の棚卸損益及び廃棄損は､業種別会計
規則に準じてその純損益を管理費用に計上する｡
⑤業種別会計規則にしたがって ｢投資者持分｣項
目を ｢所有者持分｣に名称変更する｡
第5章 持分制企業会計制度に及ぼす国
際会計基準の影響
第1節 持分制企業会計の発展
(1)伝統型持分会計の導入
持分化の初期において､持分制は､一種の資金
調達の方法と認識されるにすぎず､消費財の生産
に深く関わっている農村の郷鎮企業や都市の第3
次産業を発展させるために進められてきた｡これ
らの集団企業や郷鎮企業における ｢持分｣の導入
は､会社制度の導入というより､むしろ協同組合
の形成という意味で行われ､必ずしも株式の発行
や会社への組織変更に伴うとは限らない｡
株式を発行していた企業のなかでも､株式会社
への組織変更を伴わない企業が多かった｡その発
行された株式のほとんどは､｢参加か脱退かが自
由で､利率が定期貯金利率より高く､満期日に利
息を付けて元金を返済する｣という保証があった｡
これに対し株主には議決権､利益配当請求権及び
残余財産配分請求権がなく､利益の配当について
は配当金の場合もあるが､定められた配当率によ
る株式利息の場合もあった｡これらの持分制企業
は､元来の資産はそのままで､出資金のみを持分
とする財務構造をとるのが普通である｡すなわち､
持分制の導入は会社の設立につながっていなかっ
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た｡
このような状況のなかで､持分会計の導入は､
従来の会計システムの枠組みのなかで行われるに
はかならなかった｡伝統的会計システムと持分会
計とのずれについては､資金分類の一貫性を犠牲
にすることによって調整することが行われた｡
(2)導入型の持分制企業会計
持分制が早期に導入された地方では､地方政府
の会計規制として､持分制企業の会計制度を整備
するところがみられた｡これらの地方政府の会計
規制は､持分制企業に欧米式の財務諸表の導入を
試みていた｡例えば､｢アモイ市株式会社財務会
計暫定規定｣では､株式会社が年度末に提出しな
ければならない年度報告書として､営業状況報告
書､資産負債表､利潤表､財政状態変動表及び利
潤 (欠損)処分案があげられている｡また､｢江
蘇省持分経営企業会計規則 (試行)｣では､年度
報告書として資産負債表､利潤表､財政状態変動
表及び附属明細表並びに財務状況説明書が要求さ
れている｡
また､1990年12月19日に上海証券取引所が､翌
年7月に深_証券取引所が開設された｡株式の流通
市場の成立は､株式上場企業に対し､統一様式の
財務諸表を作成し公開することを要請した｡した
なかで､1992年に部小平の ｢南巡談話｣が発表さ
れた｡部小平は､その談話において証券や株式市
場に関し､適したものか危険なものかを試行して
みるべきであるとし､持分制が社会主義のものか
資本主義のものかという論争に決着を付けた｡
1992年5月以来､国家体改委を中心に中央政府
は､持分制に関する一連の意見書や暫定規定を設
定し､持分制企業を一般の内資系企業と区別して､
特別の法規制のもとで企業活動を行わせることに
した｡また､｢会社法｣及び会社法違反犯罪の懲
罰に関する法規の起草が､1992年9月から全国人
大常務委員会法制工作委員会の日程にのぼった｡
これらの規制のなかで､｢株式会社規範意見｣
及び ｢有限責任会社規範意見｣は､会社法の役割
を演じたものである｡第14期党大会において社会
主義市場経済体制に関する構想が提起された後､
資源配置に関し市場経済が基礎的な役割を果たす
経済体制の形成のために､証券市場に関する法規
制や会社法の制定などが急がれた｡そのなかで､
1993年4月22日､国務院により ｢株式発行及び取
引管理に関する暫定条例｣が､1993年12月29日に
中華人民共和国主席令第16号により ｢会社法｣が
公表された｡持分制企業法規制の整備により､持
分制企業会計は､制度化の方向へ展開してきた｡
第2節 持分制企業会計制度と会社会計規制
(1)持分制企業会計制度の構造
｢会社法｣は､1994年7月1日から実施された｡｢会
社法｣が発効された後､持分制企業は ｢会社法｣
によって規制されることになった｡ここでは､｢会
社法｣の規定を中心に持分制企業制度を考察し､
持分制企業会計制度の構造を究明した上で､｢会
社法｣の会計規定及びその特徴を明らかにする｡
｢会社法｣は､｢現代企業制度を確立するという
要請に答え､会社の組織及び行為を規範にあわせ､
会社及び株主 ･債権者の合法的な利益を保護し､
社会経済秩序を維持し､社会主義市場経済の発展
を促進する｣(第1条)ために､憲法にしたがって
制定されたものである｡
｢会社法｣の全文は､11章230条からなり､次の
ように構成されている｡
第1章 総則 (第1条-第18条)
第2章 有限責任会社の設立及び組織機構
第1節 設立 (第19条-第36条)
第2節 組織機構 (第37条～第63条)
第3節 国有独資会社 (第64条～第72条)
第3章 株式会社の設立及び組織機構
第1節 設立 (第73条～第101条)
第2節 株主総会 (第102条～第111条)
第3節 取締役会､社長 (第112条～第123条)
第4節 監査役会 (第124条～第128条)
第4章 株式会社の株式発行及び譲渡
第1節 株式発行 (第129条～第142条)
第2節 株式譲渡 (第143条～第150条)
第3節 上場会社 (第151条～第158条)
第5章 社債 (第159条～第173条)
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第6章 会社の財務･会計 (第174条～第181条)
第7章 会社の合併､分割 (第182条～第188条)
第8章 会社の破産､解散及び清算 (第189条
～第198条)
第9章 外国会社の支社 (第199条-第205条)
第10章 法律責任 (第206条～第228条)
第11章 付則 (第229条～第230条)
第三部 中国における会計制度の変革と
進化
第7章 中国における監査制度
第1節 中国における監査制度の概要
(1)中国の監査制度小史
中国の監査の歴史は､西周初期から始まり､秦･
藻の時代に確立し､惰 ･唐から宋時代に健全な発
展を遂げ､元 ･明 ･清時代､中華民国を経て中国
人民共和国に至った｡今日のような､国際的な監
査制度を目指した公認会計士による監査制度が始
まったのは1980年からである｡
公認会計士の監査は中国人民共和国建国初期の
経済復興に積極的な作用を発揮したといわれる｡
当時､違法行為を行う資本家が､投機目的の買い
占めに走り､脱税が横行し､政府の財政は険悪と
なった｡経済活動の責任者である陳雲氏は､数千
名の公認会計士を招増し､工商企業に対して帳簿
検査を行うことによって､物価は安定し､国家税
収が確保され､国家財政の好転に貢献した｡しか
しその後､旧ソビエト連邦の高度に集中した計画
経済方式を取り入れたことによって､公認会計士
の監査は偶然と経済の舞台より退出した｡
1980年12月に財政部は ｢会計顧問の成立に関
する暫行規定｣を公布し､1981年1月に上海で公
認会計士監査制度復活第1号の会計士事務所であ
る "上海会計士事務所"が設立された｡これ以降､
北京で中華､中信会計士事務所が設立され､広州､
深一等の地域でも第1回批准の会計士事務所が設立
された｡公認会計士制度復活の直接の契機は､対
外経済開放により外資系企業が中国に設立され､
外資系企業に対する監査を行うことであった｡そ
の後公認会計士監査は､上場株式企業にも適用さ
れた｡今後は､より多くの企業に公認会計士監査
が適用されることが期待されている｡
1985年､公認会計士監査が ｢中華人民共和国会
計法｣に規定され､1986年7月国務院は中国の初
めての公認会計士法規である ｢中華人民共和国公
認会計士条例｣を公布した｡1988年末､公認会計
士の全国職業組織である中国公認会計士協会を設
立し､1991年に全国公認会計士統一試験が復活､
1993年10月に ｢中華人民共和国公認会計士法｣が
公布された｡1996年1月に第1回承認､1997年1月
に第2回承認の独立監査基準がそれぞれ施行され､
さらに1999年7月より第3回承認の独立監査基準が
施行されている｡ここでの承認は､財政部の承認
を指す｡
現在の公認会計士監査制度は､約20年が経過し
たが､公認会計士に関連する法規の成立と監査基
準が整備されてからまだ日が浅い｡これまでは監
査実務にばらつきが見られたが､今後は整備され
た法制度や監査基準に即して監査が行われること
が期待されている｡
(2)監査の体系
中国における監査の体系は､図表7-1のとお
りである｡
(3)ローカル会計士事務所と外資系会計士事務所
現在､中国の会計士事務所及び監査事務所は約
6､000事務所あり､全国に分布している｡中国の
会計士事務所は､次の3つに区分される｡
Q)直轄会計士 (監査)事務所 (ローカル会計士事
務所)
財政部及び監査署が認可した会計士 (監査)
事務所であり､有限責任の会計士事務所及び
パートナーシップの会計事務所が含まれる.
②地方会計士 (監査)事務所 (ローカル会計士事
務所)
省､自治区､直轄市の財政庁 (局)及び監査
庁 (局)が認可した会計士 (監査)事務所である｡
③中外合作会計士事務所 (外資系会計事務所)
登録された中国の会計士事務所と国際会計士
事務所の合作により設立された事務所である｡
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図表7-1 監査の体系
監査主体 政府監査 内部監査 公認会計士監査
監査組織 国家監査部門 各単位内部に設置した監 公認会計士が組織する会
査部門 計士事務所
監査目的 各級政府及びその部門の 各部門､各単位の財政収 被監査企業の財務諸表に財政収支､公共資金の収 支及び経営管理活動の監 対して監査を行い､監査
支運営状況の監督検査 督検査 意見を表明
監査制度 法に基づき執行する 監査署の指導により設立 法定監査
独立性 監査部門は独立した監査督権を持ち､そのほかの 外部監査に比べ独立性は 独立性が強く､客観的で
行政機関､社会団体及び個人から干渉を受けない 相対的に弱い 公正
中国の公認会計士は一個人では開業ができず､
必ず会計士事務所に所属する必要がある｡ローカ
ル会計士事務所と外資系会計士事務所の業務範囲
は基本的に同じであるが､外資系会計士事務所は､
主として外国企業の中国現地子会社のサポー トを
主な目的とし､ローカル会計士事務所は国内企業
のみならず外国企業の中国現地子会社の会計業務
までサボ- トしている｡外国企業が､どちらの会
計士事務所を選択するかは､本国の本社または合
弁の相手先の意向によるところが大きい｡
外資系会計士事務所の監査は､国際会計事務所
の監査マニュアルや内部審査制度を取り入れ､監
査の品質の維持向上に努めている｡ローカル会計
士事務所の監査は､それぞれ独自の監査を行って
おり､規模の大きさや地域によって監査の水準に
ばらつきがあるのが現状である｡
第2節 中国の公認会計士制度
(1)中国の会計士事務所及び公認会計士の概況
中国で公認会計士 (注冊会計師)による監査制
度は､1980年から始まり約20年が経過した｡
1998年12月31日まで､全国の会計士事務所は6､
683事務所で､会計士事務所に所属 し職務を行っ
ている公認会計士は約56､000人､公認会計士の
資格を有するが執務を行っていない公認会計士は
約69､000人であり､会計士事務所に勤務する資
格のない職員は約71､000人である｡公認会計士は､
公認会計士としての業務を行う場合､単独では行
えず､いずれかの会計士事務所に所属 しなければ
ならない｡
年齢別に見ると公認会計士のうち､60歳以上は
52%､40歳以下は19%となっており､高齢化がう
かがえる｡また､大学卒以上の学歴を有する公認
会計士は17%であり､諸外国の公認会計士の平均
が60-70%であることと比較すると大きな開きが
ある｡
試験合格による公認会計士は33%である｡公認
会計士の資格は､高級会計士であった者､会計学
者等で会計業務の実務経験を有する者､大学や大
学と同程度の学歴を持ち､財務会計業務に20年以
上従事した者等は､試験を免除され査を受け公認
会計士を申請することができたが､1991年から公
認会計士試験制度が行われ､試験合格者のみに資
格を与えることとなった｡
試験は年1回､5科目 (会計､監査､財務原価管理､
経済法､税法)であり1度にすべての科目に合格
する必要はないが､1科目の合格有効年数は3年で
ある｡1994年から外国人も受験できることとなっ
た｡外国籍の公認会計士は現在4人がいる｡試験
合格者には公認会計士の資格を与えているが､公
認会計士として業務を行うためには公認会計士協
会へ入会を申請し､1ヵ所の会計士事務所に所属
し､2年以上の監査経験を経てから公認会計士と
して登録ができる｡
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また､海外の会計士事務所と提携した外資系
会計士事務所は6事務所である｡この提携は､中
外合作事務所の形態をとっており､合作終了期
間は2010年まで延長できるようになった｡現在､
100%独資の外資系会計士事務所の設立は認めら
れていない｡
公認会計士の監査報告について､1999年2月に
開催された中国公認会計士協会理事会第3回会議
において､中国公認会計士協会秘書長李勇氏が
行った報告では､1998年の公認会計士が行った
773社の上場企業の1997年監査報告書では､38社
に限定意見が付され､55社に特記事項を付した監
査報告書が出され､1杜が不適正意見､さらに1社
が意見差控報告を出した｡これらの合計は95社に
のぼり上場会社全体の12.29%に該当し､監査の
品質や職業倫理基準が守られ向上していることを
意味するとしている｡さらに最近のニュースを引
用し､国民が公認会計士に対する信頼性の程度が
過去の45%から81%にまで上昇したと報じており､
中国社会にも公認会計士に対する期待が高まって
いると述べている｡
(2)中国公認会計士協会 (CICPA)
中国公認会計士協会 (中国注冊会計師協会､
ChineseInstituteofCetifedPublicAccountants:
CICPA)は､1988年11月に成立した｡財政部の監
督､指導の下に中国公認会計士協会は1992年9月
に監査署の監督､指導を受け入れた中国公認会計
士協会が成立し､1995年6月に連合組織である公
認会計士全国組織が成立した｡
1983年に､中国は監査署を設立し､1988年に国
務院が ｢中華人民共和国監査条例｣を公表し､そ
れ以後 ｢中華人民共和国監査法｣を公表したこと
などが､中国政府の監査法規､規範の制定整備が
開始されたことを意味する｡1996年年末まで､監
査署は既に38の政府監査規範を公表した｡監査署
は､政府部門や国有企業を監査する国家機関であ
る｡
監査手続で要求されるものは､日本の公認会計
士が行う監査手続と頬似しており､両者の間に実
質的な差異はないものと思われる｡ただし､公認
会計士による監査制度が開始されてから20年が経
過したものの､監査基準は最近になってようやく
整備されたばかりであり､それまでは中国公認会
計士協会等が作成した資料を参考にして各会計事
務所が独自の判断で監査を実施していた｡また､
会計士事務所によって監査の経験も異なっており､
実務的には監査の水準に相当の開きがあるものと
思われる｡
1994年1月1日に｢中華人民共和国公認会計士法｣
が正式に施行された｡中国公認会計士協会は､認
会計士法第35条の規定により､財政部の承認を得
て1994年4月から中国独立監査基準の制定に着手
し､同年10月に監査基準制定チームを編成して作
業を開始した｡1996年1月1日から第1回承認の独
立監査基準が施行され､1997年7月1日から第2回
承認の独立監査基準が施行された｡1999年7月1日
から第3回承認の独立監査基準が施行され､現在
に至り一応の独立監査基準の体系が確立した｡
監査基準の国際化につれ､監査署は1983年に最
高監査機関国際組織 (InternationalOrganizadon
ofSupremeAuditInstitution:INTOS〟)に加入し､
中国公認会計士協会も1997年5月に国際会計士連
盟 (IntemationalFederationofAccountants:
IFAC)に加入した.これらは中国公認会計士業
界が世界に進出するために積極的な意味を持つ｡
第 8章 中国上場企業のディスクロー
こ･ilr
ン ヤー
第1節 wTO加盟と新たな中国金融体系の形成
(1) 金融サービス市場の開放
2001年12月11日に中国はWTOの正式メンバー
となった.WTO加盟による金融サービス市場の
開放は段階的に行われ､5年の移行期間経過後は､
ほぼ全面的に開放される｡WTOルールは市場経
済のルールであるため､中国の金融改革は､金融
の市場経済化に向けて､改革の速度を一段と早め
る必要がある｡
中国政府は､2001年12月末に対外貿易経済合作
部のインターネットのホーム･ページを通じて､
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mO加盟議定書とその付属文書の英文正本及び
中国語訳文を公開した｡また中国人民銀行は､そ
の ｢文告｣(2001年第25号)において､金融業の
対外開放の内容と時間表を公表した｡
① 銀行業の開放
ア 外貨業務の顧客制限を廃止
(診 人民元業務に関する制限の段階的緩和
ア 商業手形の割引､支払 ･受取代理業務､貸
金庫業務を行うことができる｡
イ 人民元業務の地域制限の緩和ができる｡図
表8-1のとおりである｡
り 遠隔地業務の制限が緩和される｡人民元業
務取扱許可を受けた外国金融機関は､人民元
業務取扱が開放された遠隔地の顧客にサービ
ス提供ができる｡
エ 顧客制限が段階的に解消されるO
図表8-1 人民元業務取扱地域の開放
時期 開放地域
加盟前 上海､深別で試行中
加盟時 上海､深別､天津､大連
1年以内 広州､珠海､青島､南京､武漢
2年以内 済南､福州､成都､重慶
3年以内 昆明､北京､屡門
4年以内 油頭､寧波､潅腸､西安
図表8-2 人民元業務の顧客制限の緩和
時期 顧客範囲
加盟前 外資系企業､外国人個人に限定
加盟時
2年以内 中国資本企業を追加
5年以内 中国個人を含む全て
出所 :WTO中国加盟議定書付属文書
(診 ノンバンク金融業の開放
WTO加盟時に､外資ノンバンク金融機関によ
る消費者向け自動車ローンが認められる.市場参
入､内国民待遇においては制限を加えない｡
③ 証券業の開放
ア 外国証券会社は､中国の機関を仲介せず直
接B株取引を取り扱うことができる｡
イ 外国証券会社の在中国事務所は､中国の証
券取引所の特別会貞となることができる｡
り 外国のサービス提供者は､合弁で国内の証
券投資ファンド管理業務を行うことができる｡
外資の出資比率は当初33%までとされ､加盟
3年以内に49%まで増加できる｡
エ 加盟3年以内に､外国証券会社は､合弁証
券会社を設立し､A株の引受販売､B棟､H株､
政府及び企業債券の引受販売､ファンドの発
起人業務を行うことができる｡
(2) 市場開放が中国の金融業界に及ぼす影響
外国金融機関の市場参入による新たな競争は､
中国の金融サービス市場を多様化し､その規模を
拡大するとともに､中国の金融業界に対し､大き
な影響を及ぼすものとみられる｡
WTO加盟は､金融サービス市場の開放をスケ
ジュール化､国際公約化したことに意義がある｡
これによって､中国市場でのビジネスチャンスを
狙う外国金融機関と守勢にまわる中国金融機関と
の競争や戦略的提携が本格的にスタートする｡
(3) 商業銀行体制の改革
国有商業銀行の改革について､2001年12月に中
国人民銀行の戴相龍行長は､｢国有■独資商業銀行
の改革テンポを速め､中国の銀行業の全体競争力
を高める必要がある｡国有銀行は､商業化､株式
会社化の方向に沿って､総合的な改革を段階的に
進める｡中国の商業銀行の問題点は､国有制と分
業制 (業態別経営)であるとされていたが､上述
の改革方針は､上場民営化､総合金融サービス会
社化を目指したものであり､WTO加盟が銀行制
度改革を加速していることを示している｡
(4) 国有商業銀行の資本増強策
現実的な資本充実の方法としては､長期劣後
債の発行､営業税の減免､戻し税の実行で､年間
500億元程度の資本充実が可能となるとされてい
る｡長期劣後債については､国内に巨額の個人預
金あり､政策銀行金融債や国債の年間発行額(2001
年の銀行間市場発行額4､748億元)の規模からみ
ると､500億元程度は市場調達が可能な金額である｡
また営業税の戻 しについては､4大国有銀行の営
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業税納税額が99年は304.4億元､2000年は297.8億
元もあることから､その大部分を戻すこともでき
よう｡国際的にみれば､日本や米国､英国では､
利息収入に対し8%も課税するような営業税はな
く､また営業税がある国でも税率は非常に低いの
で戻し入れば国際標準に沿った金融税制の実現に
もつながる｡株式上場を含む自己資本増強対策案
としては､いくつかの対策が検討されている｡
第2節 中国の金融リスク
まず､資金フローをみると､家計から企業､政
府､そして農村から都市へという資金の流れがあ
る｡これは､金融機関の内部と市場を通じた資金
の流れの二つでみられる｡中国の金融システム連
鎖の中で､金融リスクが集中しつつあるのは､農
村ではなく､株式市場もしくは企業統治に関わる
局面と思われる｡農村が直面している金融的な問
題は､資金フローから眺めると農村から都市へ資
金が流出した結果､実物経済が不振に陥っている
デフレ的な状況が起きているという問題である｡
一方､株式市場は､企業にとっては､十分な規
律づけのない安易な資金調達チャネルであり､投
資家にとってはリスクが多い形になっている｡金
融システムは､単に資金を循環させるだけでなく､
同時にそこに参加する人の間の利害を適切に調整
することも重要な機能である｡しかし､現在の中
国の金融システム､特に株式市場は､この利害調
整に失敗している可能性が高い｡株式市場は歴史
的経緯もあり､企業の規律づけが弱いOそして､
あまりに企業を優遇し､投資家を蔑ろにしている｡
しかし､現在ここに資金が流入しつつある｡
国有商業銀行の与信政策は､特に農村部での与
信について消極的になっているという指摘が強い｡
具体的には､国有商業銀行の採っている次のよう
な政策に対して批判がある｡第一に､県レベル以
下の支店の続配合により､農村部 (県レベル以下
の行政区域)の企業が与信を得られなくなってい
る｡第二に､県レベル以下の支行の与信決済権限
が非常に低くなり､県レベル以下に位置する企業
は､銀行与信を得られなくなっているという指摘
が強い｡これは､｢授権投信制度｣と呼ばれる制
度の導入の結果､進んでいるといわれている｡第
三に､法定準備金以外にも､銀行内準備金による
現場の資金の吸い上げ､金融市場で運用に回して
いる､この結果､上場企業に資金が流れない､と
指摘されている｡
第一の県レベル以下の支店統配合については､
マクロの統計上は確実に進んでいる｡例えば､工
商銀行は3､078ヵ所 (県支行226箇所､分理処 ･
貯蓄所1､800箇所余り)を撤廃している｡ただし､
こうした支店網の撤廃は､あくまでコス ト削減を
目的としており､業務のないところを廃し､また
は他の拠点と統配合する形で進められている｡特
に預金獲得については､貯畜所を委託経営する
などの形で拠点を残すケースが多いようである
(2001年12月人民銀行総行 ･建設銀行総行､2001
年9月湖北省A市農業銀行分行 ･工商銀行におけ
るアンケー ト)｡しかし､与信政策にどのように
影響しているかは､不明である｡
図表8-3 4大商業銀行の拠点数
1997年 1998年 1999年
工商銀行 NA 39,986 36,908
中国銀行 NA 15,227 14,368
農業銀行 63,676 58,466 56,539
建設銀行 32,788 30,470 27,889
出所 :中国金融年鑑2000年｡
第二の与信決済権眼の上限が下がってきてい
るという現象はやはり存在 している｡A市及びB
市での銀行でのアンケートにおいても､県支行レ
ベルでの決済が可能な額は､全く決裁権限がない
ケースから､50万元から500万元までを上限とす
る範囲であった｡また､営業員が管理する債権額
は5､000万元以下となっていた｡ただし､こうし
た与信決済権限の引下げに伴い､大口貸付先の管
理は､県支行の上層にあたる市分行に移管される
ことが多いようである｡つまり､県レベルでの決
裁権限低下は､必ずしも与信決定の上限設定を意
味しないようである｡
第三の問題点である､銀行内準備金による資金
の吸収という現象については､次のような報告が
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ある｡現在､中国の銀行に対しては､他の経済と
同じように法定準備金を積むことが求められてい
る｡この準備金には金利が支払われる｡しかし､
ここ数年の経済成長の鈍化に併せた金融緩和につ
れ､準備率､金利ともに大幅に低下している｡し
かし､一方で銀行内部の管理規定として､現場の
支店に内部準備金を積むことも求めている｡福州
8つの県では､この準備率､金利はともに､法定
準備のそれよりも高い｡結果として内部準備金額
は法定準備金額を上回っている｡そして､準備金
の合計は上昇しており､同時に預貸比率は徐々低
下している｡中央銀行の金融緩和に反して､銀行
内部では地方の支店に対しては引き締め気味に行
動していることになる｡
第3節 中国上場企業のディスクロージャー
(1)ディスクロージャーの要請
資本市場がうまく機能するには､公平で透明
な取引ルール､情報の非対称性を是正するディス
クロージャー､経営者の暴走を防ぐ企業統制､及
び投資家の理性的行動が不可欠である｡これまで
国有企業改革､株式市場の発展､会計制度､会計
監査問題､銀行と不良債権問題､経営者と企業統
制などについて多くの研究成果が発表されたが､
資源の効率的配分という視点からディスクロー
ジャーと投資家育成について議論するものが欠け
ていた｡ここではディスクロージャーに焦点を当
て､投資家が合理的投資行動を通じて企業 ･経営
者を選別し､企業統制の改善と効率的資本配分に
働くための情報開示のあり方を検討してみる｡
(2)計画経済とリスク
巨額な不良債権とGITIC(広東信託公司)の破
綻に代表される乱脈経営をもたらす原因は､企業
統制の機能不全､つまり､権限と責任の明確化を
犠牲にして分権化を進めたことにあると思われる｡
地方官僚と経営者が経済リスクを負わずに乱脈融
資と無責任な投機は行われてもチェック機能が不
在のため､危機が表面化するまでそれを抑制する
力が働かない｡国有銀行の地方支店がリスク判断
と審査能力が不足する半面､地方官僚の圧力に屈
して経済的な合理性を欠ける政策融資､情実融資､
企業を延命させる追加融資を行ってきたことは不
良債権の増加を助長し､問題の表面化を妨げてき
たこともよく指摘される｡
中国の一般国民が金融危機に未経験であり､国
有銀行に絶大な信用を置いてあることと政府が迅
速に行動して2､700億元の特別国債を発行し､銀
行資本の充実を計ったことにより､当面､不良債
権の問題が金融不安に直結する懸念があまりない｡
しかし､生産 ･販売 ･給与などの面において決定
権を経営者に与え､商品生産の分野でほぼ完全に
市場原理を導入し､優勝劣敗の競争原理を認める
一方､資本配分と投資決定に ｢計画経済｣の要素
を残し､行政の関与と競争制限を認める漸進的改
革手法は果たして市場リスクに対応できるかどう
か､間接金融体制で効率的な資本配分を行えるか
どうかは､今､強く問われている｡
(3)株式会社制度の導入
①急増する金融資産と個人投資家
民間が経済的余裕を持ち始める証拠は､金融資
産の増加である｡銀行預金は99年末には既に6兆
元を突破し､毎年10%以上伸びており､-人当た
りの貯金も5千元に近づく｡民間預金の一部が公
金を不正に個人名義で預けたものだとの指摘もあ
るが､金融資産の増大､特に90年代に入ってから
の高い伸びは､証券市場を育つ土壌となった｡
②証券市場の急成長
1990年､禾熔基が上海市長在任中に､上海証券
取引所が設立された｡当初､株式会社制度は地方
や企業の自発的改革のひとつであり､株券も性格
は社債に近く､資金調達手段だけであった｡92年
の ｢部小平南巡談話｣を境に中国が ｢社会主義市
場経済｣路線を採用し､株式会社制度の導入と証
券市場の育成を国営企業改革の一環として取り入
れた｡その後､国営企業の株式会社化､｢公司法｣
の設定､会計制度の改定､証券監督委員会の設置､
公認会計士制度の導入など一連の資本市場育成策
が打ち出され､上場企業の数と株券発行は急速に
増えてきた｡99年末の上場社数や時価総額は国際
レベルから見ればまだ取るに足らないが､個人投
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資家層の広がりが目覚しい｡証券口座数は既に4､
480万以上に達 し､個人投資家の数は4､300万人
を超え､都市人口の1割以上を占めるようになっ
た.8割の投資家がサラリーマンであり､約半数
は資金が10万元以下の小口投資家である｡
③変貌する資金の流れと資本効率
国民所得の分配構造変化及び国有企業への資金
提供を財政支給から銀行融資に切り替えた結果､
中国の金融構造が大きく変貌した｡家計部門が最
大の資金余剰部門となり､政府部門による貯蓄(投
資)が73%から4%へ急低下した0-万､企業部
門が一貫して最大の資金不足部門であり､その資
金不足が家計部門の貯蓄によってファイナンスさ
れる構図が定着した｡
国有企業に限っていえば､設備投資と流動資金
の資金源を銀行融資に頼り､間接金融の比率が圧
倒的高い｡しかし､国内の全社会固定資産投資を
見ると､財政投資及び国有銀行 ･ノンバンクの融
資による資金調達が徐々に後退し､地方政府や管
轄官庁､企業間の融資､民間金融や外国投資の割
合が拡大してきたことが分かる｡
国有4大銀行は民間預金の主な受け皿であり､
近年登場した地方銀行や民間銀行を遥かに高い預
金量を獲得しているが､これまで政策上､国有企
業への傾斜融資義務がある｡非国有企業､特に私
営企業が長期融資の対象外とされ､短期流動資金
しか貸さない｡
第9章 中国における会計制度の進化
第 1節 中国会計制度の継承
(1) 伝統的会計制度の基本構造
計画経済体制のもとでは､企業会計は､公有制の
もとにある生産手段の分散使用から生じた責任区
分及び業績評価のために生まれたものである｡企
業会計制度は､国家の企業に対する直接管理のた
めに構成されていた｡その構造は､とくに国家財
政が収入と支出との一切を行政的に集中して管理
するといった｢統収統支｣の国家財政構造に制約さ
れ､次のような中国固有の制度的特徴がみられる｡
① ｢統収統支｣の資金管理制度のもとで､国家
財政は国家予算の支出区分によって企業に固定
基金､流動基金､専用基金を与え､同時にその
区分ごとに資金回収を求める｡したがって､会
計処理上では､｢資金の運用-資金の源泉｣と
いう会計等式を採用し､固定基金､流動基金､
専用基金という資金源泉の区分に応じて資産を
固定資産､流動資産､専用資産に区分する｡
② 『統収統支｣の資金管理制度においては､企
業の利益分配の権限も国家財政に集中されてい
る｡国家財政は､資金の回転 ･補償形態及び統
制可能範囲の区分によるものである｡
会計処理上では､資本金と利益剰余金の概念
を用いないで､正常の生産過程における流動資
産の循環を除き､すべての資産増減を基金勘定
へ振替える｡つまり､資金運用の部の増減額を
資金源泉の部に加減する｡
(罫 行政的関与に伴う ｢統収統支｣の財政管理体
制のもとで､企業は経済採算制を実施する独立
した経済組織体でありながら､利益分配及び投
資権限を有していないため､国家財政体系のな
かの原価中心点または利益中心点にすぎない｡
会計処理上では､財貨の変動と財産の状態を明
瞭にする明細記録､計画の完成状況を明らかに
する原価分析及び国家に対する資産管理責任を
明らかにする資産の増減報告が非常に重要視さ
れ､主要財務表と明細表を区別しない財務諸表
の体系を採用している｡
(彰 ｢統収統支｣の財政体制のもとでは､企業会
計上算出された利潤の分配のみではなく､利潤
の計算過程における原価分配なども｢統収統支｣
される｡国家財政は､企業会計に対し､会計規
制と財務規制の二重制度をとっている｡会計の
記録･報告については､主に業種別､部門別及び
所有利別会計規則､例えば､｢国営工業企業会計
規則｣のような規制方式が採用される｡会計上の
測定･評価は､そのときの財務規定に準拠して行
わなければならないため､会計の認識･測定 ･評
価の結果を対象に行われる会計の記録 ･報告も､
そのときの財務規定と一致しなければならない｡
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図表 9-1 貸金の循環からみる企業会計制度の構造
マクロ財政レベル
財政支出区分
減価償却基金
上納利潤
税金 ･利息
基本建設
財政給付金
銀行給附金
資
企業レベル
-① 資金平衡表 利潤表 ③
源泉 運用 収益
固定基金-固定資産流動 流動 ･f 警冨償却 費損益
企業留保l金回収 専用基金-専用資産
図表9-2 勘定の対応関係からみる企業会計制度の構造
資金平衡表 利潤表
資金運用の部 : ｢ 収益
固定資産-
⑥一一流動資産+
+一専用資金
合計
資金源泉部
⑦ 固定基金-
流動基金
一専用基金+
-iii
減価償却費+
①+その他の費用
｣ [ 利潤
国家財政
上納利潤
図表9-3 会計規制のメカニズムからみる伝統的な企業会計制度の構造
財務制度
①
会計制度
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それ故､会計規制の具体的な内容は､そのとき
の政治 ･経済の動きに大きく左右され､しばし
ば国家の財政 ･税務政策の影響で変更される｡
⑤ ｢統収統支｣の財政管理体制のなかでは､国
家財政が投資中心点として位置付けられる｡国
家財政は､数多くの企業に対する直接統制を実
現するために､統一指導のもとで､管轄権限に
沿って階層別に管理を行うといった ｢統一領導､
分級管理｣原則に基づいて会計管理を行ってい
る｡具体的には､財政部が ｢統一領導｣の位置
に立って､全国の会計事務を管理する｡
(2) 現行会計制度の特質
現行の企業会計制度のもとでは､企業会計と国
家財政との関係は､制度的に次のようになった｡
①国家財政が企業に資金を提供することは､経費
の提供ではなく､投資を行うことである｡逆に
企業と国家財政との関係は､利潤の上納ではな
く投資報酬及び税金の支払関係となったO
②以上のような投資 ･経営関係のもとでは､資金
が一旦企業の経営循環に投入された以上､それ
は､投資者の支配を免れ､企業が独立した存在
として､自由に運用できる資源､すなわち､資
産となる｡投資者は一旦出資をすれば､財産の
運用権を企業に委譲し､出資契約に定めた権利
以外､企業経営に干渉することはできない｡
(診企業財務と国家財政との関係は､企業財務が国
家財政に従属するという直接的な統制関係から､
企業財務が社会的合意としての国家規定にした
がって企業の資金収支を管理するという法規制
の関係になった｡
このように､現行の企業会計制度は､会計配分
職能と情報開示職能を兼ね備えている会計の制度
であり､まさに ｢所有と経営との分離｣を前提と
する株式会社会計の制度である｡それは､伝統的
な企業会計制度に比べて､会計上の判断が企業に
よって行われるという性質がみられる｡
(3) 中国会計制度の継承
伝統的な企業会計制度と現行の企業会計制度に
対する分析に基づいて､構造変革そのものを､会
計主体の移行と理解することができる｡すなわち､
中国の企業会計制度における構造変革は､国家が
直接的経験で企業を管理するという ｢所有と経営
の一体化｣を前提とし､国家資本主を会計主体と
する会計創造から､｢所有と経営の分離｣を前提
とし､企業実体を会計主体とする会計構造への変
革である｡
この変革によって､企業会計は会計配分職能と
情報開示職能の統一体として､国家財政から独立
して体系的に自己完結されているものとなった｡
この企業会計は､資本主が直接的経験に基づいて
その投下資金を管理するための ｢帳簿記録｣と異
なり､企業実体を会計主体とし､企業の利害関係
者に財務情報を提供する会計の性質を有するもの
である｡
このように､中国の企業会計制度における構造
変革は､管理責任会計から､受託責任会計への変
革であると同時に､｢一国一企業｣の企業制度に
基づく内部管理会計から､市場経済を前提とする
財務報告会計への変化でもある｡このような経験
は､会計一般の発達史における簿記から会計への
進化過程にもみられた｡
第2節 中国における会計進化の一般性と特殊性
(1) 会計進化の一般性
規制体系の実施は､企業会計制度に構造変革を
生じさせた｡それにより企業会計は､①制度的に
｢企業会計基準｣に準拠して会計配分職能を遂行
することが可能になり､(診 ｢資産-負債+資本｣
という会計等式を導入し､国家財政と分離して企
業実体の会計処理を行うことが可能となった｡す
なわち､企業が ｢企業会計基準｣にしたがって自
ら会計判断及び会計方針を決定することが可能に
なった｡このような企業会計制度は､企業実体を
会計主体とする株式会社会計として認知できる｡
以上のように､中国の企業会計制度は､経済環
境の変化に伴い､資本主を会計主体とする資本主
会計の制度から､代理人会計の制度を経て､企業
実体を会計主体とする株式会社会計の制度に至っ
ている｡このような会計制度の発展パターンは､
会計一般の個人企業会計から代理人会計を経て､
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株式会社会計に至るという発展パターンと同様な
経験を有するものである｡このことから､中国の
企業会計制度の発展過程は､会計発達史の再現と
もいえよう｡中国の企業会計制度に関する研究は､
会計史の視点から会計の本質を究明することと同
様に有意義なことであると位置付けられる｡
(2) 会計進化の特殊性
中国では､資本の蓄積は､計画経済体制の時期
に国家権力の資源に対する社会的統制によって行
われた｡1978年頃から､資本蓄積には､外資の導
入､農村における商業資本など一部の個別資本の
集積と集中がみられるが､その主な部分は､企業
自主権の拡大を通して行われてきている国家資本
に対する再分配である｡このような社会基盤にお
いて､企業会計は､｢一国一企業｣における経済
採算制の一環として､はじめから組織化されてい
る｡したがって､中国では､各々の企業の自主的
会計処理からなる会計慣行がなく､また､債権者
や投資家などの情報利用者を保護する目的で行わ
れる会計行為の法制化の過程がなかった｡
そこで企業会計制度は､会計主体が会計秩序及
び経済秩序の維持､財政の適切な運営などを実現
するために､最も妥当と考えられる会計政策を設
定し､企業にそれを実施させることによって営ま
れてきた｡1992年から､企業会計基準の導入も行
われてきているが､会計基準は､各企業の会計処理
を統一する慣行の要約ではなく､資本再分配によ
り各企業に分散した自主的経理が悪意的経理とな
らないように､制度的措置として､会計政策とし
て会計理論の検討を加えて設定されるものである｡
このように中国における会計進化は､主に会計
政策の設定と改廃､ときには会計制度の改革とい
う形で現れる｡そのなかで､1978年以前は､資本
主義会計の場合の､各々の企業に委ねられている
会計ファンデーション及び､簿記制度の整備が､
会計制度の主な内容であったが､1978年以降は管
理責任会計から受託責任会計への改革が､会計進
化の一つの重要な断面である｡
(3) 会計制度改革の経済史的位置
経済不況 ･停滞から脱出するため､中国は1978
年から､経済改革を決定し､一方で経済の効率化と
活性化を狙って市場原理を導入し､他方では外国
の資本と技術の利用によって工業化を達成しよう
と､対外開放に励み､一連の試行錯誤を経て､国際
経済協力を重視する市場経済体制の選択に至った｡
歴史的に中国は､｢重農軽商｣の農業国で､商品経
済の発展が遅れており､国民経済には自給用生産
を目的とする小農経済が支配的であった｡そのよ
うな経済環境のなかでは､会計は商に並ぶ軽蔑の
対象であり､近代企業会計の発展はなかった｡
1978年から始まった企業会計制度の改革は､近
代中国の会計進化過程の継続である｡このような
進化過程は､近代中国の自給用生産から市場向け
生産への経済発展過程と互いに一致している｡中
国の経済発展過程と､世界経済発展過程との類似
性は､中国の会計が会計一般と同様な発展パター
ンを有することに原因がある｡
近代中国における会計の進展過程を図表で示す
と､次のとおりである｡
図表9-4 会計の進化
第1次会計革命
r連環帳譜』の出版 :1905年
F銀行簿記学｣の出版 :1907年
大酒銀行の会計改革 :1908年
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第2次会計革命
≡ = ≡ 真 二- ≡
三 重 ≡ … ≡去 二二二二 三 三 二
第 3次会計革命
第4回清産核資:1979-80年
､､､会計制度の改革 会計制度の国際化
第5回漕産核資:1990年-
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第4次会計改革
｢公認会計士法｣の公布 :1993年
｢独立監査準則｣の実施 :1999年
1996年第1回承認
1997年第2回承認
｢企業会計制度｣の発布 :2000年
具体会計準則が公表 :2001年11月
第3回承認
2001年1月から株式有限会社に対してのみ執行
2002年1月外国投資企業も ｢企業会計制度｣を適用
1992年執行されていた ｢外資系企業会計制度｣
2001年12月31日で廃止
具体会計準則が上場企業 .株式有限会社に適用 :
2002年1月
16個の具体会計準則が発表 :2002年1月
第3節 中国会計制度の発展
現行の企業会計制度は､すでに公表した体系
的な ｢企業会計基準｣及びこれから公表予定の一
連の具体的な会計問題に関する個別会計基準を中
心に形成されるものである｡従来の会計規制と異
なり､これらの会計基準は､会計の測定 ･評価を
中心に規定するものである｡新しい企業会計制度
の導入と同時に､財政部はまた､｢企業財務通則｣
を公表して､企業財務活動及びその管理について
の基本的原則 ･基準を規定し､各々の個別財務規
定の代わりに､｢企業財務通則｣及び業種別財務
規則を中心とする新しい企業財務制度を導入した｡
企業はその会計処理を行う際に一々政府行政管
理部門の指示をうかがうことなく､会計基準及び
財務基準に定めている範囲内で､自主的に会計判
断を行い､会計方針を決定することができる｡し
たがって､現行の企業会計制度のもとで､少なく
とも制度的 ･論理的に企業自身はその会計の主体
である｡
会計目的は､会計報告の目的によって明らかに
することができる｡｢企業会計基準｣は､｢会計情
報は､国家のマクロ経済管理の要求にかない､関
係者が企業の財政状態及び経営成果を理解する必
要を満たし､企業が内部の経営管理を強化する必
要を満たすものでなければならない｡｣これによ
ると､現行の企業会計制度のもとでは､会計情報
の利用者には､政府部門､企業の利害関係者及び
経営者が含まれる｡
1978年から中国は､資金運用の効率を向上させ
るために､国営企業の資金管理制度を改革してき
た｡1992年11月に､さまざまな改革を経て ｢企業
財務通則｣において､資本維持の原則を確定した｡
1993年7月1日に､政府は､｢企業財務通則｣を発
効し､企業に財務経理権を与え､資本金制度を導
入した｡こうして企業は､自主的に運用できる資
金を持つようになってきた｡企業資金制度の変化
に鑑み､現行の企業会計制度は､企業実体の公準
を採択した｡そこで企業会計は､企業自体の資金
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運動をその対象とし､｢資産-負債+資本｣とい
う会計等式を簿記の前提とするように構成されて
いる｡
本論文は､改革前後の企業会計制度の構造と特
質を分析し､上記の現象で現わしている中国の企
業会計制度における本質的な変革､つまり構造変
革は､会計主体の移行であると検証した｡すなわ
ち､経済改革以来顕在化した国有資本の維持不能
は､｢所有と経営の分離｣を要請した｡この要請
は､｢政府と企業分離｣となって具体化し､その
一環として､企業会計が国家財政から分離される
ことになった｡この分離によって､会計判断の主
体は､国家財政から企業実体に移行し､大きな進
展であった｡
もちろん､会計日的､会計手段などの側面にお
ける変化をもって構造変革を分析することも考え
られるが､ここでは､次の理由から､会計主体に
おける変化こそ､中国の企業会計制度における本
質的な変革であると判断した｡
第 1の理由
会計目的の変化からみると､政府管理部門に財
務情報を提供することを目的とする会計と､企業
の利害関係者グループに財務情報を提供すること
を目的とする会計との間では､会計情報の内容及
び会計情報利用者の構成において大きな違いがみ
られる｡しかし､まず､情報の内容や情報利用者
の構成において､どんな変化があろうと､会計そ
のものの情報システムとしての性質は変わること
がない｡次に､情報利用者は会計情報システムの
外郭要素であり､会計規制を通さないと､会計シ
ステムに直接に影響することができない｡さらに､
会計情報の内容はある程度まで会計主体によって
決定される.企業の所有者と会計の主体とが同一
人 (グループ)である場合､所有者が往々に自ら
の情報ニ-ズによって会計報告の内容を決定するO
第2の理由
会計手段の変化は会計主体の変化がもたらした
結果である｡それは､会計方法が会計主体の採用
する会計方針によって決定され､会計方針が会計
主体の情報ニーズにより決定されているからであ
る｡例えば､会計等式の技術的側面からみると､
資金平衡等式と資産資本等式とは本質的な差異が
ない｡資金の運用は資産のことであり､資金の源
泉をもって負債 ･資本を説明することもできる｡
問題はそれぞれの表示しようとする内容である｡
資金平衡等式と資産資本等式は､前者が資本主の
意思で随意に加減される基金の在高を反映し､後
者が法的に維持されるべき資本の在高を明らかに
しているという内容の違いによってはじめて､異
なるものと区別される｡
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あとがき
中華人民共和国が1949年に成立してから､1950
年代における右派追放運動､1960年から1970年代
にかけてのプロレタリア文化大革命､そして1976
年の4人組追放を契機に､これまでの社会主義に
対する認識の下では､この先中国経済が行き詰ま
ることを予想し､1978年の中国共産党第11期第3
回全国人民代表大会は､｢改革 ･開放｣政策を提
唱した｡さらに1984年10月の中国共産党第12期第
3回全人大の ｢党中央の経済体制改革に関する決
定｣において､社会主義の根本的任務は生産力の
発展から国民を物質 ･文化面において満足させる
ことにあり､そのために経済発展に力を集中させ
ようという重要な発表があった｡それは新たな社
会主義への認識するものであった｡
この新しい認識の下では､自給自足的自然経済
から商品経済 ･市場経済へ移行し､社会主義の発
展段階において不可欠な前提となった｡そして､
商品経済 ･市場経済を行うに当たっては､これま
での中央集権的な統制的計画メカニズムで実行す
るのではなく､1984年10月の中国共産党第12期第
3回全会において ｢社会主義経済は､計画的商品
経済である｣という方針が打ち出され1987年10月
の中国共産党第13全人大では ｢国家が市場を調節
し､市場が企業を誘導する｣という改革方針が打
ち出された｡しかし､1989年春の ｢天安門事件｣
を経て1989年8月の中国共産党全会では､改革路
線とは逆行する ｢計画経済と市場経済との結合｣
という方針が打ち出された｡
そして､1992年1月18日から2月21日にかけての
部小平氏の南方視察講話を踏まえて､1992年10月
中国共産党第14回大会において ｢社会主義市場経
済｣という概念が提起され､1993年3月中国全国
人民代表大会第8期第1回会議で､中華人民共和国
憲法改正案が通過し､第7条は ｢国家は社会主義
市場経済を実行する｣と改正されたものである｡
｢社会主義市場経済｣とは､公有制主体あるいは
労働に応じた分配という社会主義の基本的メカニ
ズムが基礎としての役割を残しながらも､資源の
配分 ･経済の運営の調節においては､市場メカニ
ズムが基礎的役割を果たす経済体制というもので
ある｡ただし､市場メカニズムの欠陥を補うため､
Bl家によるマクロ･コントロールの強化が必要で
あるものとされている｡したがって ｢社会主義市
場経済｣における特徴としては､(∋公有制主体の
体制､(診労働に応じた分配の原則､(9計画と市場
におけるマクロ経済規制､が挙げられる｡
このような改革 ･開放政策の加速及び社会主義
市場経済の発展によって､企業あるいは会計制度
への影響としては､第-に外資導入や証券市場の
国際化を促進するために､国際会計制度が必要と
なること､第二に従来の画一的な企業自主権の賦
与と経営責任の明確化､という企業改革政策に役
立つ会計制度が求められること､第三に国家によ
るマクロ管理の必要性からも､国家として統一さ
れた会計制度が必要となってきたこと､が挙げら
れる｡
つまり ｢改革 ･開放｣の加速と ｢社会主義市場
経済｣の発展との2つの条件により､中国におけ
る会計制度は内部からも外部からも改革を迫られ
ることになったのである｡
現在中国では､｢所有と経営の分離｣が今もな
お続いている｡また､1993年､2002年の会計改革
によって取り入れた多くの会計基準は､資本主義
市場経済諸国､とりわけ､アメリカの会計基準を
見本にして作ったものであり､基準を必要とする
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社会的 ･経済的 ･実務的基盤を伴っていない一面
もある｡社会主義市場経済や現代企業制度や会計
実務･会計理論の発展に伴い､企業会計制度は徐々
に充実していくはずである｡今後は､｢所有と経
営の分離｣の進行につれて､資本主義市場経済諸
国が経験したように､中国の企業会計制度は､経
理自由が過剰に強調されたり､その反動として会
計関係法規制が制定されたりして現代化へ向かう
ことであろう｡
本論文は､私の長年における留学研究の成果で
ある｡祖国における会計制度の発展に些かでも役
立てば幸いに思う｡また､本論文を熱心にご指導
して下さった照屋行雄先生をはじめ経営学研究科
の先生方に厚くお礼を申し上げたい｡そして､長
年の留学を常にサポートして下さった瀧本良書氏
にも心から敬意を表したい｡さらに､物心両面で
留学生活を支えてくれた両親にも感謝したい｡
(2002年11月)
